
総務企画委員会会議記録

総務企画委員長 油布 勝秀

１ 日 時

平成２９年４月２４日（月） 午後１時０１分から

午後４時４５分まで

２ 場 所

第４委員会室

３ 出席した委員の氏名

油布勝秀、木付親次、古手川正治、麻生栄作、尾島保彦、玉田輝義、堤栄三

４ 欠席した委員の氏名

な し

５ 出席した委員外議員の氏名

志村学、吉冨英三郎、二ノ宮健治、桑原宏史

６ 出席した執行部関係者の職・氏名

総務部長 島田勝則、企画振興部長 廣瀬祐宏、

国民文化祭・障害者芸術文化祭局長 土谷晴美、会計管理者 小石英毅、

議会事務局長 酒井薫、人事委員会事務局長 下郡政治、

監査事務局長 安部雄一 ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

（１）平成２９年度行政組織及び重点事業等について、執行部から説明を受けた。

（２）国民文化祭、障害者芸術・文化祭について、移住・定住対策について及びラグビーワ

ールドカップについてなど、執行部から報告を受けた。

（３）県内所管事務調査の行程について決定した。

（４）県外所管事務調査を７月１８日から２０日に実施することに決定した。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課委員会班 課長補佐（総括） 小野清志

政策調査課調査広報班 主査 濱田誠吾



総務企画委員会次第

日時：平成２９年４月２４日（月）１３：００～

場所：第４委員会室

１ 開 会

２ 会計管理局、議会事務局、人事委員会事務局、監査事務 １３：００～１３：３０

局関係

（１）平成２９年度組織及び重点事業等について

（２）その他

３ 国民文化祭・障害者芸術文化祭局関係 １３：３０～１３：５０

（１）平成２９年度組織及び重点事業等について

（２）諸般の報告

①国民文化祭、障害者芸術・文化祭について

４ 総務部関係 １３：５０～１５：００

（１）平成２９年度組織及び重点事業等について

（２）その他

５ 企画振興部関係 １５：１０～１６：４０

（１）平成２９年度組織及び重点事業等について

（２）諸般の報告

①移住・定住対策について

②ラグビーワールドカップについて

③ツーリズムの推進について

④九州の東の玄関口としての拠点化戦略について

（３）その他

６ 協議事項

（１）県内所管事務調査について

（２）県外所管事務調査について

（３）その他

７ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

油布委員長 ただ今から、総務企画委員会を

開きます。

これより、会計管理局、議会事務局、人事

委員会事務局及び監査事務局関係の説明に入

ります。

説明に入る前に、本日は初めての委員会で

もありますので、まず、私から御挨拶を申し

上げます。

〔委員長挨拶〕

油布委員長 それでは、委員の皆さんの自己

紹介をお願いします。

〔委員自己紹介〕

油布委員長 また、本日は、委員外議員とし

て、志村議員、二ノ宮議員、吉冨議員、桑原

議員が出席されています。

なお、委員外議員の方が発言を希望される

場合は、委員の質疑終了後に、挙手の上、私

から指名を受けた後、長時間にわたらないよ

う、要点を簡潔に御発言願います。

なお、進行状況を勘案しながら進めてまい

りますので、委員外議員の皆様には、あらか

じめ御了解をお願いします。

次に、事務局職員を紹介します。

議事課の小野君です。（起立挨拶）

政策調査課の濱田君です。（起立挨拶）

続きまして、執行部の自己紹介をお願いし

ます。

〔下郡人事委員会事務局長代表挨拶〕

〔幹部職員自己紹介〕

油布委員長 それでは、会計管理局から順次、

平成２９年度の組織及び重点事業等について

説明願います。

なお、説明及び答弁は、私から指名を受け

た後、簡潔・明瞭にお願いします。

また、質疑は四つの局の説明終了後に、一

括して行います。

小石会計管理局長 それでは、会計管理局の

組織及び予算概要等について御説明いたしま

す。

まず、組織についてですが、お手元の総務

企画委員会資料の１ページを御覧願います。

会計管理局は、会計課、審査・指導室、用

度管財課の２課１室で構成されており、職員

数は６８人です。

次に、２ページをお開きください。

２の分掌事務でございます。会計課の主な

業務は、（１２）の現金及び有価証券の出納

及び保管、（１７）の決算の調製、（１８）

の国費の歳入歳出の決定及び決算等でござい

ます。

審査・指導室の主な業務は、（１）の支出

負担行為の確認、（２）の支出命令の審査、

（５）の契約事務に係る指導及び助言等でご

ざいます。

次のページの用度管財課の主な業務は、

（１）の物品の取得、貸付け、（９）の庁用

自動車等の管理、（１２）の県庁舎等の管理

等でございます。

次に、３の重点事業でございます。

会計管理局の重点事業の一つ目は会計職員

等の資質向上及び会計事務の適正執行でござ

います。

二つ目は適正で効果的な公金運用でござい

ます。

三つ目は庁舎等維持管理業務における一括

入札による経費節減でざいます。

四つ目は物品等電子入札システムの導入で

ございます。

次に、４ページをお開きください。

４の予算（１）一般会計について御説明い

たします。

会計管理局の一般会計予算は、総括表の一

番下の合計欄にありますように、総額で８億

９，０６９万８千円となっており、その内訳

は、人件費が５億１，２７１万５千円、事業

費が３億７，７９８万３千円となっておりま
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す。

次に課別の事業概要について、御説明いた

します。

６ページをお開きください。

このページは、表外の下にあります会計課

に係るものでございまして、この表の一番左

の事業名欄の会計管理費の当初予算額は、２，

５９２万２千円であり、県の収納金情報のデ

ータを作成するための委託料等であります。

次に、８ページをお開きください。

用度管財課の物品等電子入札システム導入

事業費１，１１８万４千円は、既存の電子見

積合わせシステムを改修し、電子入札を導入

することにより、入札執行における透明性の

確保や入札参加者の負担軽減を目指すととも

に、競争性の確保による落札率の低減等を図

るものであります。

その下の会計管理費４，９３５万６千円は、

用度管財課で使用する物品の調達や公用車の

管理等に要する経費であります。

次に、９ページを御覧願います。

事業名欄一番上の県庁舎管理費２億１，２

７８万６千円は、県庁舎本館及び新館の清掃

業務等の委託料や光熱水費等であります。

次に、１０ページをお開きください。

県庁舎別館管理費３，３７９万８千円は、

県庁舎別館の光熱水費や市町村会館に入居し

ております県の機関の維持管理に係る負担金

等であります。

次に１１ページを御覧願います。

用品調達特別会計について御説明いたしま

す。

この特別会計は、県の機関で使用する消耗

品や備品の調達事務を一元的に行うために設

けているものであります。

当初予算額は、総括表（Ａ）欄にあります

ように繰出金が１５０万円、用品購入費が１

６億６００万円、合計１６億７５０万円とな

っております。

繰出金は、平成２８年度の決算剰余金見込

みを一般会計へ繰り出すもので、用品購入費

は、本庁各課や地方機関からの要求に基づき、

印刷物や消耗品、備品等を購入するための経

費であります。

酒井議会事務局長 議会事務局関係について

御説明いたします。

お手元の総務企画委員会資料の１ページを

お開きください。

まず、１の組織でございます。

議会事務局は、総務課、議事課、政策調査

課の３課６班で構成されており、職員数は２

９名でございます。

次に、２ページをお開きください。

２の分掌事務でございますが、総務課は、

議長、副議長及び議員に関すること等を担当

しております。

次に、その下の３ページを御覧ください。

議事課は、本会議や常任委員会を始めとす

る委員会の運営に関することなどを担当して

おります。

その下、政策調査課は、議会活動に必要な

調査や特別委員会の運営、議会広報に関する

こと等を担当しております。

次に、３の重点事業は特にありませんが、

引き続き議会の円滑な運営と活性化のため、

議員活動をしっかり支えてまいりたいと思い

ます。

次に、予算について御説明申し上げます。

４ページをお開き願います。

総額は、左の一番下の合計欄にありますよ

うに、１１億６，９２９万８千円です。

まず議会費についてですが、５ページを御

覧ください。

右肩の目欄、議会費は、議員４３人分の報

酬及び政務活動費、議会運営に要する経費な

どで合計８億７，９１０万４千円です。

次に、６ページをお開きください。

右肩の目欄、事務局費は、事務局職員の給

与及び会議録作成経費など、事務局運営に要

する経費で合計２億９，０１９万４千円でご

ざいます。

下郡人事委員会事務局長 人事委員会関係に

ついて御説明申し上げます。

お手元の総務企画委員会資料の１ページを
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御覧ください。

まず、組織についてでございますが、人事

委員会は３名の非常勤の委員で構成されてお

ります。事務局につきましては、事務局長、

公務員課長の下に試験・審査班と任用給与班

の２班体制となっております。現在の職員数

は、事務局長以下１５名でございます。

２ページを御覧ください。

事務局の所掌事務でございますが、まず、

試験・審査班の主なものとしては、（１１）

の事務局の予算、決算及び会計に関すること、

（１８）の採用試験及び身体障がい者を対象

とした職員採用選考に関すること、（２５）

の職員に対する不利益処分についての審査請

求に関すること等がございます。

３ページを御覧ください。

任用給与班の主なものとしては、（１）の

任用に関する基準その他必要な事項を定める

こと、（１３）の給与、勤務時間その他勤務

条件の調査、研究に関すること等がございま

す。

なお、重点事業等はございません。

次に、４ページを御覧ください。

予算関係でございますが、事務局の予算総

額は、予算額の欄の一番下の合計欄のとおり、

１億４，７９７万円でございます。

５ページを御覧ください。

右上に目名が記載されておりますとおり、

委員会費の内容でございます。合計額は一番

下の目計の欄にありますとおり７５８万８千

円となっております。

その内訳を申し上げますと、委員３名分の

報酬が６７８万円、その他委員会の運営に係

る経費が８０万８千円でございます。

６ページを御覧ください。

右上に目名が記載されておりますとおり、

事務局費の内容でございます。合計額は一番

下の目計の欄にありますとおり１億４，３８

万２千円でございます。

そのうち、事業名欄の一番上の事務局職員

の給与費が１億２，２０１万８千円となって

おります。

また、その下の事務局運営費から審査関係

事業費までは、職員採用に係る募集活動や試

験の実施、給与勧告及び公平審査関係等の経

費でございます。

安部監査事務局長 監査査事務局関係につき

まして御説明申し上げます。

資料の１ページ、１の組織ですが、監査委

員は表に記載しております４名の方でありま

して、上の二人は、地方自治法で定める人格

が高潔で財務管理、その他の行政運営に優れ

た識見を有するとして選任された委員です。

下の二人は、議員のうちから選任された委員

です。

その下に記載しております事務局は、今年

度から第二課が１班体制から２班体制となり、

局全体で２課４班体制となっております。職

員数は２１名、２８年度と同数でございます。

次のページ、２の分掌事務ですが、第一課

総務・財援監査班は、総務事務、公営企業会

計に対する監査と決算審査、財政的援助団体

等への監査を所掌しています。

行政監査班は、行政監査、住民請求による

監査等を所掌しています。

第二課定期監査第一班は、定期監査等、定

期監査第二班は一般会計と特別会計について

の決算審査、臨時監査等を所掌しております。

３の重点事業は特にございませんが、県民

に信頼され、行政に役立つ監査を旨として、

改善を促すような提言型監査を目指し、より

質の高い監査に向けて、今年度も取り組む所

存でございます。

次に、３ページの予算についてですが、

監査事務局関係の予算は、総括表の一番下、

合計欄にありますように、総額２億１，１６

１万６千円となっております。

次のページ第１目委員費の１，９６２万８

千円でございますが、これは、常勤及び非常

勤監査委員４名分の人件費・旅費等でござい

ます。

続いて、同じく４ページの一番下の欄、第

２目事務局費の１億９，１９８万８千円です

が、これは、次のページにありますように事
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務局職員の給与費及び監査の実施に伴う旅費

・需用費などの事務局運営経費でございます。

油布委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。

質疑、御意見などはありませんか。

堤委員 大手町駐車場の関係、前、ちょっと

聞いたんだけども、そこを公用車専用にして、

北側に新たな駐車場を作ると聞いたんだけど、

北側の駐車場というのは、具体的にどういう

仕様になるんですか。立体駐車場になるのか、

平面でいくのかというところは、計画ではど

うなっていますか。

安藤用度管財課長 大手町駐車場の関係につ

きましては、県有財産経営室が整備しており

まして、そちらで計画を立てていると伺って

おります。

小石会計管理局長 ちょっと追加しまして、

北側の駐車場につきましては、予定ですけれ

ども、民間に募集するとお聞きしております。

そこがどういう形ですればペイするのかとい

ったところを検討されるんだろうと思います

ので、それに県としましては、貸付けをする

という形で今、素案として考えているようで

あります。

木付副委員長 公金運用について、この間、

合同新聞に出ていまして、やっと組織もでき

て、全部じゃないですけど、基金を一つにし

て運用するということでありますが、一般会

計だけじゃなくて、企業局も確か１００億円

ぐらい運用していると思うんですよね。そう

いうのももう一緒にして、できるだけ寄せ集

めてしたほうが運用というのは効率的になる

と思うんですよね。そして、運用益も上がる

と思いますので、その辺も引き続き進めてい

ただきたいと思います。

小石会計管理局長 意見や助言ありがとうご

ざいます。

今、基本的に県一般会計でのポート交流と

言いますか、資産運用を形成しておりますけ

れども、最終的なあるべき姿としましては、

第三セクターとか企業局とか、そういったと

ころも含めたところのグループファイナンス

という言い方なんですけれども、それをする

のが望ましい姿だろうなと思っております。

段階的に、まずは本丸の方でしっかりと質

のいいものを一つ作ってからというふうに考

えておりますので、今後とも御指導よろしく

お願いいたします。

油布委員長 委員外議員の方は、質疑などは

ありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

油布委員長 ほかに、質疑もないようですの

で、これをもちまして、平成２９年度の組織

及び重点事業等を終わります。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

油布委員長 別にないようですので、これを

もちまして、各局関係を終わります。

執行部は、お疲れさまでした。

〔各局退室、国民文化祭・障害者芸術文

化祭局入室〕

油布委員長 これより、国民文化祭・障害者

芸術文化祭局関係の説明に入ります。

説明に入る前に、本日は初めての委員会で

もありますので、まず、私から御挨拶を申し

上げます。

〔油布委員長挨拶〕

油布委員長 それでは、委員の皆さんの自己

紹介をお願いします。

〔委員自己紹介〕

油布委員長 また、本日は、委員外議員とし

て、志村議員、二ノ宮議員、吉冨議員、桑原

議員が出席されています。

次に、事務局職員を紹介します。

議事課の小野君です。（起立挨拶）

政策調査課の濱田君です。（起立挨拶）

続きまして、執行部の自己紹介をお願いし

ます。

〔土谷国民文化祭・障害者芸術文化祭局

長挨拶〕

〔幹部職員自己紹介〕

油布委員長 それでは、平成２９年度の組織
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及び重点事業等について説明願います。

なお、説明及び答弁は、私から指名を受け

た後、簡潔・明瞭にお願いします。

土谷国民文化祭・障害者芸術文化祭局長 国

民文化祭・障害者芸術文化祭局の組織及び予

算について、お手元の総務企画委員会資料に

より説明いたします。

１ページをお願いいたします。１の組織で

ございます。

企画・広報課及び事業推進課の２課で構成

し、職員は局長を含め２０名となっておりま

す。

続きまして、２の重点事業でございます。

平成２９年度は、主に第３３回国民文化祭

・おおいた２０１８及び第１８回全国障害者

芸術・文化祭おおいた大会の実施計画の策定、

県実行委員会事業の準備、プレイベント開催

などによる機運の醸成、国内外向け戦略的広

報の展開等に取り組んでまいります。

詳細につきましては、後ほど諸般の報告の

中で、詳しく御報告させていただきます。

次に２ページをお開きください。

３の予算について御説明いたします。

国民文化祭・障害者芸術文化祭局の一般会

計予算は、予算額（Ａ）欄にありますように、

人件費が３，１２１万２千円、事業費が２億

３，９４６万２千円、合わせて２億７，０６

７万４千円となっております。

全体説明は以上でございます。

各課の組織、分掌事務、事業概要につきま

しては、各所属長から御説明申し上げますの

で、よろしくお願いします。

高橋企画・広報課長 企画・広報課関係につ

いて、御説明いたします。

お手元の資料の６ページの上段を御覧くだ

さい。

まず、１の組織でございますが、企画・広

報課は、企画広報班の１班体制となっており、

職員数は８名です。

同じく６ページの下段を御覧ください。

２の分掌事務でございます。

（１）から（５）及び（９）、（１０）は

局の主管課としての業務です。これに加え、

（６）の国民文化祭・障害者芸術文化祭の総

合企画、連絡調整及び（７）の広報、おもて

なし及びボランティアに関することが主なも

のでございます。

次に、１０ページを御覧ください。

事業概要につきまして、主なものを御説明

いたします。

国民文化祭開催準備事業費２億１，９６９

万４千円でございます。

これは、平成３０年に開催する国民文化祭、

全国障害者芸術・文化祭に向け、プレイベン

ト開催による機運の醸成とともに、広報や受

入態勢の整備などの準備に要する経費でござ

います。

予算の内訳についてです。芸術文化団体等

の育成や、機運醸成のための県内・県外広報

等の事業については、市町村等と組織する実

行委員会において行うこととしており、この

実行委員会への負担金が１億８，４６１万３

千円、その他は旅費等の運営費でございます。

なお、国民文化祭の準備については、企画

・広報課及び事業推進課で行っていますが、

事業費の大半が実行委員会負担金であるため、

一括して企画・広報課に計上されています。

次に、１１ページを御覧ください。

４、重点事業でございます。

国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭の開

催に向け、県内外に対する戦略的広報展開を

行うこととしており、東京を始め都市圏での

プレスリリースイベント等も行ってまいりま

す。

また、県内外からの観客等の受入れ準備を

進めてまいります。

事業の詳細につきましては、後ほど諸般の

報告の中で、詳しく御報告させていただきま

す。

秋月事業推進課長 事業推進課関係について、

御説明いたします。

お手元の資料の１２ページの上段を御覧く

ださい。

まず、１の組織でございますが、事業推進
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課は、県事業班、市町村事業班及び障害者芸

術文化班の３班体制となっており、職員数は

１１名です。

同じく１２ページの下段を御覧ください。

２の分掌事務でございます。

事業推進課は、（２）にあります国民文化

祭、全国障害者芸術・文化祭の開幕・閉幕行

事に関すること、（４）の芸術文化関係団体

や障がい者関係団体、（５）市町村等との連

絡調整、（６）の１年前イベント等のプレイ

ベントに関する事務が主なものでございます。

次に１５ページを御覧ください。

事業概要につきまして、事業推進課の主な

事業を御説明いたします。

全国障害者芸術・文化祭開催準備事業費１，

９７６万８千円でございます。

これは、全国障害者芸術・文化祭に向けて、

障がい者の芸術活動を積極的に支援するとと

もに、共生社会の実現に向けたアート支援体

制の構築を図り、障がい者の自立や社会参加

の後押しをする経費でございます。

具体的には、プレイベントの開催経費など

に係る実行委員会に対する負担金などでござ

います。

次に１６ページを御覧ください。

４の重点事業でございます。

国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭の開

催に向け、開幕・閉幕行事、市町村実行委員

会事業及び障がい者団体の実施事業などにつ

いて、関係団体等と連携して着実に準備を進

めてまいります。

また、５００日前イベントや１年前イベン

トの開催を通じ、県民総参加に向けた機運醸

成を行ってまいります。

事業の詳細につきましては、後ほど諸般の

報告の中で、詳しく御報告させていただきま

す。

油布委員長 以上で説明は終わりました。

次に、執行部から報告をしたい旨の申し出

がありますので、これを許します。

秋月事業推進課長 それでは、今月の２０日

に国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭の実

行委員会を開催いたしましたので、その中の

主な内容について御報告をいたします。

使わせていただく資料は、この別冊でお配

りしております別冊１の横長の平成２９年度

スケジュールと書いた資料と、別冊の縦長の

実施計画と書いた資料になります。

ちょっと順番が逆になって申し訳ないです

けど、先に別冊の縦長の資料を御覧ください。

この資料は、７月に開催が予定されていま

す文化庁の国民文化祭実行委員会にお示しす

る本県の実施計画案になります。

それでは、１ページをお開きください。

１から９までにつきましては、名称や開催

に当たっての三つの基本方針、テーマである

おおいた大茶会、ロゴマーク、主催者、開催

期間、次のページに入りますけれども、国で

定められたシンボルマーク、マスコットキャ

ラクター、そして現在募集を行っております

公式ポスターについて記載をしております。

２ページの中ほどを御覧ください。

１０、事業別計画の（１）開会式・閉会式

につきましては、後ほど別冊の資料１により

詳しく御説明をさせていただきます。

続きまして、３ページの（２）地域事業・

分野別事業につきまして御説明をいたします。

本県での文化祭は、文化事業や地域で受け

継がれている祭り、食などの地域体験を同時

に紹介する「文化＋観光＋地域振興事業」と

して実施いたします。

イメージ図にありますとおり、各地域の特

性を踏まえ、県内を五つのブロックに分け、

それぞれのテーマに沿った事業を展開するこ

ととしております。

各市町村では、核となるリーディング事業

とともに、分野別の様々な事業を実施するこ

ととしており、現在、各市町村の実行委員会

や、その準備会等で芸術文化団体等との調整

が行われているところでございます。

詳しくは、次のページ以降に記載しており

ますので、また後ほど御覧いただければと思

っております。

なお、この内容は、３月末時点で記載して
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おりまして、今後、各市町村実行委員会等に

おいて、更に議論が進められることとなって

おりますので、その中で、修正や追加が加わ

ることとなっております。

また、２０ページ以降は障がい者アート事

業や芸術文化ゾーン事業について再掲載して

おりますので、後ほど御覧いただければと思

います。

それでは、別冊資料１の１ページをお願い

します。平成２９年度スケジュールにつきま

して御説明申し上げます。

４月２０日に県実行委員会を開催し、実施

計画案や今年度の事業計画案を承認いただい

たところです。

次に、５月６日から２６日の間、第１９回

別府アルゲリッチ音楽祭が開催されます。こ

の行事を５００日前イベントに位置付け、国

民文化祭、全国障害者芸術・文化祭のＰＲを

展開していくこととしています。

次に、５月下旬には第５回の企画会議、第

４回の企画運営委員会をそれぞれ開催予定で

す。

次に７月１０日ですが、文化庁の国民文化

祭実行委員会が開催される予定です。ここで

は、実施計画案を承認いただくこととしてい

ます。

９月１日には、大分の一つ前の大会である

奈良大会が開幕します。１０月１日からは、

本県の１年前イベントを開催し、機運醸成を

図ることとしています。

次に、１１月２６日は、９月１日から開催

されていた奈良大会が閉幕いたします。この

閉幕行事の中で、奈良県知事から大分県知事

に大会旗を引き継ぐというセレモニー等があ

ります。

奈良大会が終わった１２月からは、大分大

会の県外向け広報を本格的に実施していきた

いと考えているところです。

資料の２ページを御覧ください。開会式・

オープニング（案）について御説明いたしま

す。

来年１０月６日に、ｉｉｃｈｉｋｏ総合文

化センターグランシアタや県立美術館を中心

とする芸術文化ゾーンで開催を予定していま

す。

プロローグは、大分県吹奏楽連盟の皆さん

を中心とした特別編成吹奏楽団でお届けする

予定です。

国歌斉唱や主催者挨拶等が行われる式典に

引き続きまして、脚本を佐伯市出身で芥川賞

作家の小野正嗣さん、演出を大分市出身で振

付家の穴井豪さんにお願いしているオープニ

ングステージ「ヨロコビ・ムカエル？」が一

般公募の皆さんにより披露されることとなっ

ています。

資料の３ページを御覧ください。フィナー

レ・閉会式（案）について御説明いたします。

１１月２５日、日曜日にｉｉｃｈｉｋｏ総

合文化センターのグランシアタで開催する予

定です。

フィナーレステージは、大分文化振興会議

のフィナーレステージ実行委員会が行い、出

演は、障がい者団体を含む加盟団体の会員の

皆さんが中心となります。

閉会式典では、主催者挨拶、次回開催県で

あります新潟県への大会旗引継ぎを行いまし

て、その後、新潟県によるステージ、そして

グランドフィナーレと続いていきます。

グランドフィナーレの演出は、竹田市に拠

点を置きまして、世界で活躍する和太鼓のグ

ループ「ＤＲＵＭ ＴＡＯ」が行う予定で、

新潟、大分両県の出演者とともに大きな盛り

上がりのうちに、大会を閉じたいと考えてお

ります。

資料の４ページを御覧ください。プレイベ

ント（案）について御説明いたします。

１年前イベントとして、平成２９年１０月

１日から開催し、機運醸成を図っていきたい

と考えています。

まず、ステージ事業として、１０月１日、

日曜日に、ｉｉｃｈｉｋｏ総合文化センター

と県立美術館の間の道路を歩行者天国にしま

して、開催します。

県内の五つのゾーンから伝統芸能や、伝統
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を守るための新しい取組などを紹介したいと

考えています。

また展示事業については、県立美術館で障

がい者芸術の特別展や県美展、大分市の中央

町や竹町商店街で、アート展などを開催し、

機運を盛り上げていきたいと考えています。

油布委員長 ただ今の報告について、質疑な

どはありませんか。

尾島委員 まず、最初に説明いただいた件で、

ちょっと準備の状況ですけど、先ほど国民文

化祭開催準備費用ということで、実行委員会

で実施をするための負担金が大きく計上され

ているんですけれども、これは市町村との共

同での実行委員会ということになると、全体

の事業費と言うか、それはどうなのか。

そして、市町村との負担割合は五分五分な

のか、それとも県と市町村でそれぞれ差があ

るのか、その点をまず教えていただきたいと

思います。

それから、準備がそうなんですけど、来年

より本番で、これからの予算ですけれども、

予算はまた来年度は別な予算になると思うん

ですけど、本番での考え方も同じような予算

編成を考えているのかどうか、その点お願い

したいと思います。

高橋企画・広報課長 最終的にトータルの全

体事業費ということを申し上げますと、全体

で約１２億円ほど。

尾島委員 それは本番ですか、準備ですか。

本番と準備でちょっと……

高橋企画・広報課長 失礼しました。今年の

国民文化祭２億１，９００万円でございます

が、この内訳をちょっと申し上げますと、県

実行委員会の事業費が５，４００万円ほど、

それから、市町村と団体の支援が６，３００

万円ほど、合わせまして、県と市町村の事業

費が約１．２億円弱。それと広報の展開、あ

るいは受入れ準備、これが５，８００万円ほ

ど。それ以外に県実行委員会等の開催経費が

かかりますが、これが約８００万円ほどで、

およそ１億８千万円、これが一番上の負担金

のところでございます。それ以外に、これに

加えまして、実は障がい者の分の事業費がご

ざいます。これが約２千万円ほどございます。

合わせて２．２億円ほど、これが全体像でご

ざいます。

尾島委員 いや、ちょっと分りにくいのが、

財源内訳のところに市町村のお金がここに入

らにゃ悪いと思うんだけど、その辺は一般財

源に入っているんですか。

土谷国民文化祭・障害者芸術文化祭局長 市

町村の実行委員会というのは別に立ち上がり

ます。これは県の実行委員会の事業なので県

の分になっていまして、県の実行委員会から

市町村の実行委員会に支援をするという形に

なります。

ちなみに、今年の話をしますと、本番のた

めの準備事業として、県から市町村に事業費

の３分の２、限度額を１５０万円ということ

でお願いをしようとしています。

と言いますのが、まだそれぞれ固まってお

りませんので、プレイベントをやったり、来

年に向けての機運醸成で使ってくださいとい

う１５０万円、それから、先ほど申し上げま

した事業の中には、リーディング事業と言い

まして、非常に大きなお金が掛かる事業と、

そうでもないものと二つに分かれます。

リーディング事業の分に関しましては、市

町村によっては、特に大分、別府なんですけ

れども、大きな事業費が必要ですので、大分、

別府につきまして、今年２５０万円ずつとい

うのを上限で補助金を用意いたしております。

総事業費ということなんですけれども、全

体に掛かる総事業費というのは、今はまだ事

業が固まっておりませんので、はじいている

最中でございます。ただ、補助率に関しまし

ては、今のところ、県３分の２、市町村３分

の１、ただ、補助対象経費については、これ

から精査でございますけれども、そういうこ

とで進めていきましょうということで、内々

で話を進めていると、今現在そういう状況で

ございます。

尾島委員 はい、いいです。また詳しく聞き

ます。
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麻生委員 ４月２０日に実行委員会があって、

いろんなことが進み始めているというふうに

報告を受けていますけれども、先日も委員会

で指摘したとおり、まだ準備がちょっと遅れ

ぎみだということで心配しておりますので、

何点か要望しておきたいと思います。

まず、前回が「２１世紀へ文化をおこす豊

の風」というテーマでやって、それから、今

回２巡目ということですから、この２１世紀

へ文化をおこした豊の風が、その後どうなっ

ていったか、更にこれがよくなるということ

を今回の基本方針に出しているんだけれども、

なかなか県民総参加というところまで、まだ

伝わっていないので、伝え方という部分で、

もう一工夫をお願い申し上げます。

資料の２ページに、マスコットキャラクタ

ーとかシンボルマークとか、公式ポスターが

あるんですが、愛知県はアイドルユニットを

全国に回してＰＲ活動をやってきたんだけれ

ども、大分県といえばアイドルユニット、非

常にもともと走りの地ですから、その辺、是

非検討をして、どうやって伝えていくのかと

いう部分、ほかの県にＰＲする意味で、是非

お願いしたい。

それから、４ページ以降、いろんなゾーン

事業、あるいは市町村事業の表現があります

けれども、室内事業ばっかりに終始している

んじゃ、県民総参加になかなかならないので、

屋外開催事業もあっていいんじゃないかと、

あるいは大銀ドームも使っていいんじゃない

かということで、まだちょっとそういった部

分が足りないなと思っております。

映画館を入れたり、いろんな部分が入って

いますが、やっぱり音楽との連携で、大分県

下のライブハウスとの連携が、まだこの中に

入ってきていないなと思います。

それから、最後、障がい者との共催事業に

関して、音楽というのが一緒になれる部分で

すから、障がい者については音楽を是非入れ

てほしいと思います。

そして、オープニングステージに関して、

小野さんが仮タイトルで、「ヨロコビムカエ

ル？」という話が出ておりますが、今回の事

業、レガシーとして残すためには、健康寿命

日本一、子育て満足度日本一、障がい者雇用

率日本一と、これを掲げる大分県として、今

月の「文藝春秋」５月号に探検家ダン・ビュ

イトナーさんが世界の長寿地域９つの共通点

として、ハピネスのエリアという参考になる

記事が出ておりますので、小野さんにも是非

そういった部分も見ていただいて、この大分

というのは、全国にハピネスなエリアである。

結果、健康長寿のエリアになるというような

ところまで持っていけるような国民文化祭に

してほしいと、これはもう全て要望として申

し上げておきます。

木付副委員長 １点だけ。人件費ですけれど

も、４人分しか計上していないですが、これ

はどういうわけですか。

高橋企画・広報課長 今回、この４月に我々

の新しい組織が立ち上がりましたので、前回、

企画振興部の中にあった所属が４名分だった

ので、今、トータル２１名プラス臨時職員を

入れて２、その分の付替えをしますので、と

りあえず予算上は今４名ですが、あと必要な

部分は付替えをして対応するという形です。

木付副委員長 だけど、当初予算で、予算書

で支払うわけでしょう。局の予算書から給料

なんか払うわけじゃないですか。それがこれ

でいいのかなと。

財政課はどうですかね、これ。ここに説明

に来て、もう人件費３千万円しかありません。

４人分しかないと。今２０人ぐらいいるわけ

でしょう。今から毎月支払いが起こってくる

わけですよね。これでいいのかなという疑問

です。

高橋企画・広報課長 技術的なお話なので、

必要な部分は後から持っていきますので、そ

の辺、足りなくなってくると……

木付副委員長 もちろんいいんだけど、私ら

に説明するのに、初回の委員会じゃないです

か。新しくなったというのは分かるんですけ

ど、３千万円しかありませんよという説明で

しょう。今日、この予算書を見れば。だから、
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そういうことでいいのかなということです。

分かりましたか。

高橋企画・広報課長 予算書上ではそうなっ

ております。

油布委員長 委員外議員の方は、質疑などは

ありませんか。

〔「なし」という者あり〕

油布委員長 ほかに質疑もないようですので、

平成２９年度の組織及び重点事業等について

及び諸般の報告については、これで終わりま

す。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

油布委員長 ほかにないようですので、これ

をもちまして、国民文化祭・障害者芸術文化

祭局関係を終わります。

執行部は、お疲れさまでした。

〔国民文化祭・障害者芸術文化祭局退室、

総務部入室〕

油布委員長 これより、総務部関係の説明に

入ります。

説明に入る前に、本日は初めての委員会で

もありますので、まず、私から御挨拶を申し

上げます。

〔委員長挨拶〕

油布委員長 それでは、委員の皆さんの自己

紹介をお願いします。

〔委員自己紹介〕

油布委員長 また、本日は、委員外議員とし

て、志村議員、二ノ宮議員、吉冨議員、桑原

議員が出席されています。

次に、事務局職員を紹介します。

議事課の小野君です。（起立挨拶）

政策調査課の濱田君です。（起立挨拶）

続きまして、執行部の自己紹介をお願いし

ます。

〔島田総務部長挨拶〕

〔幹部職員自己紹介〕

油布委員長 それでは、総務部関係の平成２

９年度の組織及び重点事業等について、説明

願います。

なお、説明及び答弁は、私から指名を受け

た後、簡潔・明瞭にお願いします。

島田総務部長 総務部の組織、予算について

御説明いたします。

まず、私から総括的事項について説明後、

各所属長より、それぞれの組織、分掌事務、

重点事業等について御説明いたします。

お手元の総務企画委員会資料の１ページを

お開きください。

総務部の組織についてですが、本庁は知事

室、行政企画課など１０所属、地方機関は公

文書館など１３の機関があり、職員数は９５

２人となっています。

次に、お手元の平成２９年度総務部予算概

要の１ページをお開きください。

平成２９年度総務部当初予算の概要につい

てです。左側のⅠ、予算のポイントを御覧く

ださい。

１の行財政改革の着実な推進については、

（１）大分県行財政改革アクションプランに

基づく着実な取組として、新たな公会計基準

の導入や庁舎等未利用財産の売却・有効活用

等により、持続可能な行財政基盤の確立を推

進します。

また、（２）人材の育成や働き方改革の推

進として、地方創生を担う意欲を持ち、自ら

学ぼうとする人材を発掘・養成し、これらの

人材による自主活動への支援やネットワーク

化を促進するとともに、県庁における業務を

効率化し、行政サービスの向上を図るため、

テレワークの活用等を推進してまいります。

２の危機管理体制の充実については、南海

トラフ巨大地震等大規模災害への備えを強化

するため、県有施設等の安全性の確保・向上

を図ることとしています。

右側のⅡ事業体系を御覧ください。

（９）の危機管理体制の充実の①大規模災

害等への即応力の強化として、民間活力導入

職員宿舎整備事業等を実施することとしてい

ます。

また、Ⅲ行財政改革の着実な推進として、



- 11 -

県・市町村「創生人材」育成事業等を実施す

ることとしています。

次に、３枚おめくりいただき、２ページを

御覧ください。

平成２９年度総務部予算の（１）一般会計

についてです。

上の表の左から２列目の予算額（Ａ）欄を

御覧ください。

上から３段目の総務部計欄にありますよう

に、１，５４８億８０万３千円を計上してい

ます。

同じ行の右端にありますとおり、前年度対

比としましては、額として９６億１，１４３

万９千円、率にして５．８％の減となります。

これは、地方消費税清算金・交付金の減など

が主なものです。

以上で私からの説明を終わります。

以降、各所属長から、順次説明させていた

だきます。

大塚知事室長 知事室でございます。

お手元の総務企画委員会資料の２ページを

お開き願います。

まず、１の組織ですが、知事室は総務班、

知事補佐班の二つの班で構成されており、職

員数は１０人となっています。

２の分掌事務の主なものですが、（１）の

知事及び副知事の秘書業務に関すること、

（２）の知事の政策研究の補助に関すること、

（５）の叙位、叙勲及び褒章に関すること、

（６）の表彰に関することなどを担当してい

ます。

次に平成２９年度当初予算ですが、別にお

配りしています総務部予算概要の６ページを

お開き願います。

予算総額は、左下に記載していますとおり

１億７，０８４万１千円です。

８ページをお願いします。

予算の内容ですが、特別職３人を含む１３

人の給与費、秘書用務及び叙位叙勲等に要す

る経費である秘書事務費、知事表彰、県賞詞

等表彰に要する経費である表彰事務費となっ

ています。

麻生委員 説明するとき、人員の増減を入れ

てください。

幸行政企画課長 行政企画課です。

委員会資料の３ページをお開きください。

１の組織についてですが、総務・経理班、企

画管理班、行政企画班、組織管理班及び地方

主権推進班の五つの班で構成されており、職

員数は２３名となっており、前年度に比べ１

名増となっております。

次に、２の分掌事務についてです。主なも

のとしまして、（１）組織及び権限に関する

こと、（３）事務の管理改善に関すること、

（４）地方分権の推進に関すること、（５）

行財政改革の推進に関することなどを担当し

ております。

次に、３の重点事業についてです。

１点目が行財政改革アクションプランの着

実な実行です。本県の長期総合計画「安心・

活力・発展プラン２０１５」に掲げた目標の

達成に向け、施策を確実に実行していくため

には、より一層の行財政改革に取り組み、行

財政基盤の強化を図る必要があることから、

アクションプランに掲げる事務事業の見直し

や県有財産の利活用推進などの取組を着実に

実行してまいります。

２点目が社会保障・税番号制度、いわゆる

マイナンバー制度への対応です。今年秋には、

国と地方公共団体、地方公共団体間の情報連

携が本格運用される予定です。

なお、情報連携に当たっては、厳格な個人

情報の保護措置を講じることが必要であるこ

とから、児童扶養手当のシステムなど、マイ

ナンバーを取り扱うシステムの通信において、

個人情報が漏れることのないよう専用回線を

用いたり、職員に対する研修や内部監査によ

る自己点検などについて、関係部局と連携し

て準備を進めてまいります。

次に、別冊の総務部予算概要の９ページを

お開きください。

行政企画課の歳出予算額は、左下の合計欄

にありますとおり７億１，７７９万６千円で

す。このうち、上から２番目の財産管理費４
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億１，８５３万９千円分については、この後、

県有財産経営室から説明しますので、私から

はその他の主なものを御説明します。

次に１１ページをお開きください。

一般管理費についてです。

左端の事業名欄の上から３段目の外部監査

費１，２３１万８千円は、包括外部監査の実

施に要する経費です。

その二つ下の指定管理施設利用者サービス

向上推進事業費３００万円は、指定管理施設

において、事故の発生防止など、緊急事案等

に対応するための経費です。

次に１４ページをお開きください。企画総

務費についてです。

事業名欄にある企画連絡調整費１，１４４

万８千円は、全国知事会や九州地方知事会等

への負担金が主なものです。

中園県有財産経営室長 県有財産経営室でご

ざいます。

委員会資料の４ページをお開きください。

１の組織についてですが、利活用推進班、施

設保全推進班の二つの班で構成されており、

８名の職員を配置、職員の増減はありません。

次に、２の分掌事務についてです。主なも

のは、（１）県有財産の経営及び総括管理に

関すること、（２）県有財産の有効利活用に

関すること、（８）公共施設等の計画的管理

に関することです。

次に、３の重点事業についてですが、平成

２８年３月に策定しました県有財産総合経営

計画の目標達成に向けて着実に推進し、収入

確保を図ってまいります。

また、新規事業であります公用車等駐車場

再配置事業、民間活力導入職員宿舎整備事業、

知事公舎建替事業を着実に推進してまいりま

す。

次に、歳出予算について御説明します。

総務部予算概要の１３ページをお開きくだ

さい。

表の一番下の目計欄にありますように、県

有財産経営室の歳出予算額の合計は、六つの

事業で４億１，８５３万９千円となっていま

す。そのうち主なものですが、１２ページを

御覧ください。

事業名欄の上から四つ目、公用車等駐車場

再配置事業費１，１２１万５千円は、県庁敷

地内に平置き駐車されている公用車への津波

被害を防ぐため、公用車駐車場を立体式の大

手町駐車場に再配置するとともに、移動衛星

通信車等特殊車両用の車庫を建て替えるもの

です。

その下、民間活力導入職員宿舎整備事業費

２，６５４万６千円は、危機管理業務に携わ

るため、県庁舎近隣に居住義務がある職員な

どが居住する舞鶴地区宿舎が老朽化し、津波

浸水のおそれもあることから、定期借地権方

式を活用して旧大分保健所跡地に移転するも

のです。

次に、１３ページを御覧ください。

知事公舎建替事業費１，６９７万５千円は、

老朽化が進むとともに、津波浸水のおそれが

ある知事公舎を荷揚町体育館跡地に建て替え

るものです。

石松県政情報課長 県政情報課関係の説明を

させていただきます。

委員会資料５ページをお開き願います。

１の組織でございますが、文書班及び情報

公開班の２班により、計１７人の職員が配置

されており、職員の増減はありません。

また、地方機関として公文書館があり、職

員４人が配置されており、こちらも増減はあ

りません。

２の分掌事務でございますが、主なものと

しては、（２）文書事務の指導及び改善に関

すること、（３）公文書の収受及び発送に関

すること、（７）情報公開に関する事務、

（８）個人情報保護に関する事務の総括に関

することを所掌しております。

３の重点事業でございますが、職員に対す

る研修会や説明会を行い、適正な文書管理事

務を推進しますとともに、情報公開・個人情

報保護制度の円滑な運用を実施しております。

次に歳出予算について、御説明申し上げま

す。
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予算概要の１５ページをお開き願います。

県政情報課の予算額は、法務室を含んだ総額

で、表の左側の一番下の合計欄、３億６，３

７９万１千円でございます。

次に１８ページをお開きください。

歳出予算の主なものとしまして、事業名欄

一番上の文書収発・浄書集中管理費は、集中

管理による文書発送・印刷等に要する経費で、

予算額７，０２３万９千円です。

２番目の法制事務費は、県報発行等に要す

る経費で、予算額３，００４万５千円です。

１９ページに移りまして、一番上の公文書

館運営費は、歴史的な公文書等を収集、整理

し、県民の方々の利用に供する公文書館の運

営費で、予算額３，１４１万３千円でござい

ます。

廣末法務室長 法務室でございます。

委員会資料６ページをお開き願います。

１の組織でございますが、法務室には、室

長以下８人の職員が配置されており、昨年度

と比べて１名の減でございます。

２の分掌事務でございますが、法務室にお

きましては、法制審議に関すること、条例及

び規則の制定・改廃の手続に関すること、県

報の編集及び発行に関することや、公益法人

に関する事務の連絡調整に関すること、大分

県行政不服審査会に関すること、訴訟の処理

に関する事務の連絡調整に関することを所掌

しております。

本年度の重点事業は、行政不服審査制度の

円滑な運用です。

平成２６年に全部改正された行政不服審査

法が、昨年４月１日から施行されております。

法務室は、同法の改正に伴い昨年設置されま

した大分県行政不服審査会の運営について担

当していますので、その円滑な運用に努めて

まいります。

歳出予算につきましては、法務室は県政情

報課の課内室として、県政情報課において一

元的に執行・管理されております。

藤原人事課長 人事課でございます。

委員会資料の７ぺージをお開きください。

まず、１の組織についてです。

人事課は、総務・厚生班、人事班、人材育

成班、人事制度班、給与・調整班、健康支援

班、地方職員共済組合業務従事の６班１業務

従事、３３名体制でございます。

また、大分県職員互助会及び大分県自治人

材育成センターに業務援助を行っております。

全体として、昨年度と職員の増減はありませ

ん。

次に、８ページを御覧ください。

２の分掌事務についてです。主なものは、

（１）の職員の定数、任免、分限、懲戒、服

務その他の人事に関すること、（２）の職員

の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する

こと、（６）の職員の研修に関すること、

（７）の職員の保健及び元気回復に関するこ

と等でございます。

次に、３の重点事業です。人事課では今年

度、重点的に取り組むべき課題として、人材

育成の推進と大分県職員の働き方改革の二つ

を掲げ、人材育成策の充実を図ってまいりま

す。

まず１点目の人材育成の推進についてです。

政策県庁実現のためには、様々な課題を、

柔軟な発想で迅速果敢に解決できる人材の育

成が必要です。このため今年度は、政策立案

能力の向上を目的とした研修である地域政策

スクールに加え、意欲を持った職員の自主的

な活動を支援する自主活動グループ研究等活

動支援事業に取り組みます。

また、女性職員の割合が増加する中、今年

度から新たに、採用３年目職員を対象に、将

来のライフイベントを理解した上でキャリア

プランを考える女性職員キャリアデザイン研

修を実施し、女性職員のキャリア形成意識の

醸成を図ってまいります。

次に２点目の大分県職員の働き方改革です。

現在、国を挙げて働き方改革が議論されて

いる中で、県庁においても公務能率の向上に

向けた働き方改革の実現が課題です。そのた

めにも所属長が働き方改革の先頭に立ち、事

務事業の見直しを徹底的に行い、超勤縮減や
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職員の健康管理に努めてまいります。

また、在宅勤務やサテライト・オフィスの

活用に加え、今年度から更に効率的な業務の

遂行を図るため、振興局の農業普及指導や土

木事務所の監督業務等においてタブレットを

利用したモバイルワークを行うなど、ＩＣＴ

を活用した多様な働き方を推進してまいりま

す。

次に、歳出予算について御説明申し上げま

す。総務部予算概要の２０ページをお開き願

います。

人事課の歳出予算の合計は５０億７，５４

８万１千円となっております。

予算の内訳につきましては、まず２２ペー

ジをお開きください。

第１目の一般管理費は４７億４，４８３万

４千円でございます。

この中には知事部局全庁職員の超過勤務手

当、退職手当も含まれています。

次に、２３ページをお開きください。

第２目の人事管理費は１億３，８３３万８

千円でございます。主なものは、大分県自治

人材育成センターの運営等に要する経費や、

地方創生を実現するための人材育成等を実施

する政策県庁を担う人材育成推進事業などで

ございます。

次に、２４ページを御覧ください。

第３目の職員厚生費は１億４，７２４万１

千円でございます。

これは、職員の健康管理や、労働安全衛生

法に基づく諸活動に要する経費でございます。

佐藤財政課長 委員会資料の９ページをお開

きください。

まず、財政課の組織ですが、総務企画班と

五つの予算班で構成されており、職員数は昨

年度と同じ２２人であります。

２の分掌事務としては、県議会に関するこ

とや予算の調製を始め、地方交付税、県債な

ど県財政に関することであります。

次の１０ページを御覧ください。

３の予算ですが、一般会計歳入予算の全般

について説明します。

２９年度当初予算の総額は、表の一番下、

合計欄の左から２列目にありますように、６，

０９８億６００万円で、これを前年度予算額

と比較すると、５億９千万円の増、プラス０．

１％となっています。

このうち、まず、歳入予算全般を御説明し

ますが、第１款県税から第３款地方譲与税ま

では、この後、税務課長から説明しますので、

私からは、その他の項目のうち主なものを御

説明します。

まず、県税と並ぶ主要な一般財源である第

５款地方交付税は、地方財政計画等を勘案し

て１，７０１億円としています。リーマンシ

ョック時に創設された歳出特別枠が大幅に減

少することなどにより、前年度と比べ２７億

円、１．６％の減となっています。

地方交付税の振り替わりである臨時財政対

策債については、２７、２８年度の国税収入

の減などにより国と地方が折半する財源不足

額が拡大したことから、第１５款の県債の下

「うち臨時財政対策債」にあるように、２６

４億４，６００万円と前年度に比べ１億８，

３００万円、０．７％の増となっています。

このように、一般財源は厳しい状況にあり

ますが、２９年度当初予算では、中長期的な

視点を持った政策的な事業を盛り込むに当た

り、特定財源を効果的に活用したところです。

第９款国庫支出金を御覧ください。

９３２億５，０７４万３千円と、前年度に

比べ３２億４，４９０万５千円、３．６％の

増としています。これは、公共事業はもとよ

り、屋内スポーツ施設や大分東警察署などに

国庫を充当したことによります。

こうした工夫を行った上で、最終的な調整

を行うのが、財政調整用基金繰入金となりま

す。第１２款繰入金の一つ下の行を御覧くだ

さい。

社会保障費の増加や熊本地震を踏まえた防

災・減災対策の着実な執行のため、前年度よ

り１２億円多い９２億円を取り崩すこととし

ており、２９年度末基金残高は３１８億円に

まで減少します。
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４の重点事業に記載していますように、財

政課では、安心・活力・発展プラン２０１５

に掲げる目標の実現を支える財政基盤の構築

に向け、行財政改革アクションプランに掲げ

た３１年度末の財政調整用基金残高の目標３

２４億円の確保や県債残高の総額１兆３００

億円以下への抑制などに取り組んでいます。

２９年度末の財政調整用基金残高について

は、先ほど御説明しましたように、目標の３

２４億円を６億円下回る見込みとなっていま

すので、今後の執行段階での工夫や節約、改

革の更なる上積みを図ってまいります。

また、県債残高は、２４年度末をピークに

５年連続して減少し、２９年度末残高は１兆

２９５億円を見込んでいます。現時点では目

標より５億円抑制できていますが、残高の増

減には臨時財政対策債や災害に伴う復旧債が

大きく影響することから、引き続き、発行抑

制はもとより、元金の償還ペースが速い元金

均等償還の導入等に取り組んでまいります。

続きまして、歳出予算について御説明いた

します。総務部予算概要の２７ページをお開

きください。

財政課の歳出予算額は、左下の合計欄にあ

りますとおり８７９億３，８９７万６千円で

す。このうち主なものを御説明いたします。

３２ページをお開きください。公債費につ

いてです。

事業名欄一番上、公債管理特別会計繰出金

６７３億５，０７０万３千円は、県債の償還

を公債管理特別会計で一元的に行うため、元

金相当額を一般会計から特別会計へ繰り出す

ものです。通常債の元金償還額の減少により、

前年度と比べて、約２７億円の減となってい

ます。

その下、減債基金積立金９２億４千万円は、

全国型市場公募債を発行し、その償還方式を

通算３０年の１０年満期一括償還としている

ことから、毎年度発行済額の３．３％相当を、

満期に備えて、あらかじめ積み立てておくも

のです。

次に、３３ページをお開きください。

事業名欄上から二つ目、公債管理特別会計

繰出金１０４億４，５２９万１千円は、先ほ

どの元金と同様に通常債分の利子を特別会計

へ繰り出すものです。借入金利の低減などに

より、前年度と比べて、約７億円の減となっ

ています。

次に、３５ページをお開きください。

財政調整基金などの積立金は、基金の運用

利息をそれぞれ積み立てるものですが、四つ

の基金を合わせた総額は、事業名欄一番下の

目計欄にありますように、２億６，２２５万

円で、前年度と比べて約７千７百万円の減と

なっています。

日銀のマイナス金利政策導入決定以降、こ

れまで類を見ない金利水準となっていること

から、昨年度、公金管理指針を策定し、総務

部や会計管理局などの関係部局が連携して公

金の効果的・効率的な運用・調達を図ってい

くこととしています。

吉冨税務課長 税務課でございます。

委員会資料の１１ページをお開き願います。

まず、１の組織についてですが、（１）の

本庁税務課は職員数２０名、（２）の地方機

関は六つの県税事務所で職員数は１７６名、

合計で１９６名となっています。昨年度から

税務課において１名減、別府県税事務所にお

いて１名増、大分県税事務所において２名減、

日田県税事務所において１名増となっており

ます。全体で１名減となっております。

次に１２ページの２の分掌事務につきまし

ては、（１）の県税及び県税に係る徴収金の

賦課徴収に関することが主なものでございま

す。

１３ページをお開き願います。３の県税等

歳入予算について説明いたします。

表の中ほど、県税計でございますが、県税

収入は総額で１，２２４億円を計上しており

ます。前年度予算と比較すると３４億円、率

にして、２．７％の減となっておりますが、

３年連続１，２００億円台を見込んでおりま

す。

減収の主な要因は、３の地方消費税におい
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て、円高の進行等により輸入取引を対象とす

る貨物割の減収を見込んだことによるもので

す。

地方譲与税については、総額で２０４億８，

７００万円を計上しており、大半を占める地

方法人特別譲与税について、企業の業績が好

調であった２８年度税収のうち４か月分が国

を経由して２９年度に譲与されるため、８億

５，４００万円の増となっております。

地方消費税清算金については、４３１億９，

１００万円を計上しており、地方財政計画に

おける全国ベースでの個人消費の動向などを

踏まえ、９億７，９００万円の減となってお

ります。次に４の重点事業について説明いた

します。

県税の中でも特に滞納額の大きい個人県民

税については、賦課徴収を行う市町村への支

援が重要であることから、重点的に取り組ん

でおります。これまで、県の徴収職員を市町

村に派遣し、困難事案の処理や徴収ノウハウ

の伝達等を行うなど支援を行ってきたところ

であり、その結果、差押え等も積極的に行わ

れるようになり、収入未済額は減少してきて

います。

しかしながら、小規模な市町村においては、

徴収職員が少ないことや、それもあって徴収

技術の承継がうまくいかないなどの課題もあ

ります。そこで、２８年度から県職員の派遣

に加えて、新たに、隣接の市町村間で徴収職

員の相互併任を行い、市町村同士で、税の徴

収に関し、互いに協力し合う仕組みを導入し

たところです。これにより、市町村における

徴収人員の補強や技術の維持向上を図ってま

いりたいと考えております。

続きまして、税務課の歳出予算について、

その主なものを説明いたします。総務部予算

概要の４０ページをお開き願います。

事業名欄の上から２番目、県税徴収事務費

でございますが、主なものとして、事業概要

欄の上から２番目にあります県民税徴収交付

金１６億６，２６９万９千円は、個人県民税

を賦課徴収する市町村に対し、徴収取扱費を

交付するものです。

その二つ下、自動車税徴収強化対策事業費

１，２１５万１千円は、自動車税の賦課徴収

に要する経費です。

なお、２８年度の自動車税の納期内納付率

は、前年度から１．０７ポイント上昇し、７

４．７４％となりました。本年度からは、口

座振替実施金融機関を、これまでの県内に店

舗を有する銀行や信用金庫、農協等に加え、

新たにゆうちょ銀行にも拡大し、納税者の利

便性と納期内納付率の一層の向上を図ってま

いります。

山田市町村振興課長 市町村振興課でござい

ます。委員会資料の１４ページをお開き願い

ます。最初に１の組織についてであります。

市町村振興課は、課長、市町村振興監の下

に、企画管理、行政、選挙、財政、税政の５

班で構成されており、職員数は昨年と同数の

２７人となっております。

また、地方機関につきましては、１５ペー

ジ以降ですが、当課で六つの振興局を所管し

ており、職員数は５８８人で、昨年比４名の

増となっております。

次に２０ページをお開きください。

２の分掌事務についてですが、当課は(１)

にあります市町村等に対する行政・財政・税

政に関する助言、(３)の各種選挙の執行、

（１４）振興局に係る人事及び予算などを所

管しております。

次の３重点事業についてです。

まず、（１）の市町村の行財政基盤整備へ

の支援です。住民サービスの充実、住民福祉

の向上のため、市町村が財政の健全性を保ち

ながらも、より効率的で持続可能な行財政運

営が図られるよう、公共施設等の適正管理へ

の取組や地方公会計の整備の促進など適切な

助言をしてまいります。

次に、（２）の地方創生に向けた市町村と

の連携推進です。

地方創生の実現には、県と市町村が緊密に

連携し、事業を効果的かつスピーディーに実

行することが重要です。
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今後、市町村が策定した人口ビジョンや総

合戦略の実現に向け、まち・ひと・しごと創

生本部会議等を通じて情報の共有や施策の連

携の強化を図ってまいります。

次に、（３）の市町村職員等の人材育成で

す。地方分権が進展し、住民ニーズが高度化

・多様化する中で、職員の政策形成能力の一

層の向上が求められています。そこで、幅広

いネットワークを形成する行動力と、変わり

ゆくニーズに的確に対処できる高度な専門的

実務能力・政策企画力を持った市町村職員等

の人材育成を支援してまいります。

次に歳出予算について御説明申し上げます。

総務部予算概要の５０ページをお開きくだ

さい。

当課の歳出予算総額は、２２億３，５６３

万１千円となっております。

このうち、主な事業についてですが、まず、

５５ページをお開きください。

事業名欄上から二つ目の市町村行政基盤拡

充事業費４，４６２万３千円は市町村へ権限

移譲された事務に対し、所要の経費を交付す

るものです。昨年７月に大分市へ移譲した旅

券法事務について、７月以降９か月分の計上

だったものが１年間分となったこと及び浄化

槽法等移譲団体の増加のため、交付額は前年

度より増加しています。

続きまして、５６ページをお開きください。

県・市町村「創生人材」育成事業費５０５万

５千円でございます。先ほど、重点事業の

（３）で説明いたしましたように、市町村職

員等の人材育成を行うための経費でございま

す。

具体的には、地方創生を担う意欲ある自治

体職員を発掘・育成し、ネットワーク化を進

めるため、自主活動グループに対する活動支

援や全県交流・学習会の開催、また、県自治

人材育成センターで実施している地域づくり

交流塾の拡充、市町村職員実務研修制度の充

実を図るものです。

姫野総務事務センター所長 委員会資料の２

１ページをお開きください。

まず、１の組織ですが、総務事務センター

は、総務事務第一班、第二班の二つの班で組

織されており、職員数は１３名となっており、

昨年度と比べて１名の減でございます。その

他に、業務に付随するデータ処理などのため、

非常勤職員３７名を配置しております。

次に２の分掌事務でございます。（１）総

務系事務の企画及び調整に関することのほか、

（２）から（５）にありますように給与の集

中管理並びに旅費の計算・支給、各種手当の

認定等に関する事務を所掌しております。

３の重点事業でございます。

現総務事務システムは、運用開始から１１

年目を迎え、昨年１０月には県立学校におい

てもシステムが導入されており、現在順調に

運用されています。今後も円滑なシステム処

理が行われるよう万全を尽くしてまいります。

また、マイナンバーを始め職員の個人情報

を多く取り扱っていることから、情報セキュ

リティ対策を徹底し、センター職員には、セ

キュリティ研修及び倫理研修を実施すること

で、一層の意識向上を図り、情報漏洩の防止

に努めてまいります。

次に歳出予算につきまして御説明申し上げ

ます。

総務部予算概要の６２ページをお開きくだ

さい。

総務事務センターの予算総額は、３億８，

７０８万８千円となっております。

予算の内訳につきましては、６４ページを

お開きください。

主なものとしまして、事業名の欄の２番目

の総務事務集中処理事業費５，０１７万６千

円ですが、これは総務事務センターの非常勤

職員に係る経費等でございます。

次にその下、職員管理費２億６，９１２万

５千円は、知事部局等の職員に対する児童手

当の支給に要する経費でございます。

油布委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入ります。

質疑、御意見などはありませんか。

堤委員 行政企画課に、マイナンバーのカー
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ドのことでちょっと確認したいんだけれども、

基本的にそのマイナンバーカードの取得につ

いては、個人が申請をする。これは任意制と

いうのが前提ですよね。

県の職員に対するカード取得の指導という

か、それは今どういうふうになっていますか。

幸行政企画課長 マイナンバーカードそのも

のは、やはり社会保障の申請手続の簡素化等、

こういった意味の利便性があるということ。

それと、税の徴収捕捉についても、そういっ

た意味の公正という形になります。

そういった面から、県職員においても、そ

ういった制度の趣旨を踏まえて、是非マイナ

ンバーカードについての御理解を深めていた

だきたいということで、こちらの方からそう

いった部分についての通知等はお出ししてい

ますけれども、決して強制的に取るとかいう

ことは、先ほど委員おっしゃったようにして

いないという形で整理をして実施しておりま

す。

堤委員 強制的に取らないというのは、建前

上の問題で、いろいろと内部資料を見たんだ

けれども、まず県職員で部署別に全部取得率

を出したり、また、何名係がいて、何名取得

しているとか、そういう資料を出すというこ

とは、つまり、競い合わせるような状況なん

ですね。今、はやりの忖度ですわ。そういう

ふうな状況になってしまうということで、そ

れは所属長とか、課長クラスにいけば、うち

は今度低いから取らにゃいかんというふうに

なりますよね。それらの問題が出てきている

んだけれども、そこら辺も、所属別にどれぐ

らいのカードを取得しているかとか、そうい

う一覧表というのは作っていますか。

幸行政企画課長 各所属において、そういっ

た部分の依頼を所属を通じてお願いしている

部分がございますので、そういった意味では、

各所属ごとの申請率等については整理させて

いただいているところでございます。

堤委員 申請の整理をしているのであれば、

一応その資料を欲しいというのが一つ。

それと、どうなのかなと思ったのは、いつ

までに、何時までに出しなさいという所属長

に対する通達、去年の１２月に行政企画課長

の方で出されている文書があるんだけど。そ

れが内容的にも非常に問題もあるなと思うん

だけれども、それよりか、それぞれ部の中に

は企画課があるよね。企画課から所属長宛て

に庁内メールというやつがいろいろ行きます

よね。

庁内メールでいろいろと回ってくるんだけ

れども、その中で情報を得たのは、この取扱

いについては、全部じゃないですよ、あると

ころのメールの添付の末尾に、「このことに

ついては、庁外に漏れることがないように」

という注意書きがあるんですね。これは、つ

まり、そういうふうな庁内の中でメールを回

すということは、取得の件数と状況をつかむ

ということでは、一つには僕はそれは競わせ

るという問題もあるというふうに思いますし、

メールの中にもそういうふうに所属長が企画

課の文書をつけて、メールとして送るという

ことになれば、ほぼ半強制となってしまうわ

けね、その文書を見ると。そういう文書が出

ているのを知っているの。

幸行政企画課長 私は、そこまでの詳細は存

じておりませんけれども、先ほども委員おっ

しゃられましたように強制的では絶対ありま

せんので、そういった意味で今後もそういっ

た形の、これは全国的にも今、申請率、交付

率というのが整理されているところでもござ

いますので、そういった部分については、今

後とも留意していきたいというふうに考えて

います。

堤委員 申請状況を庁外に漏らすなというこ

とが、そういうメールがあるわけでしょう、

ちゃんと書類として残っているんだけれども、

そういうことが出るということが、ある意味

ではその方々に取ってみれば、半強制という

認識があるわけですよ。

おまけに、その申請状況を部署別に全部出

させて、知事部局の商工労働部の何々課が何

名で、何％取っているとかね、そういうもの

が全部回って、どう思いますか。
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となれば、０％のところもあるわけですよ。

そうやって通知を２回、これは出しているの

かな。１遍したけど、なかなか進まなかった

ので、もう１遍出しているわけね。その間に、

かなりのパーセンテージが上がったわけ、い

くら任意と言いながらでも。

どれぐらい上がったかというと、１５％が

４４％に上がっているわけね、その取得率が。

県職員。僅か数か月ですよ。僕はなぜこれを

言うかというと、今、国でもマイナンバーに

ついては、外に漏れないようにしようと。先

ほど言ったとおり、情報というのは重要なこ

とですからね。

その取る、取らないというのは、本人が１

２桁の番号をどうするかと、そこにかかって

くるわけですよ。だから、そういう通知まで

出して、僕は半強制の意味合いのあるような

通知で出すべきではないと思う。これは本人

が決めることだから。僕はこれは是非これか

らも守ってほしいし、そういう立場からやっ

てほしいなと思います。

ですから、先ほどから言っている部署別の

そういう申請状況とか、何名取っているとい

うのを資料として取っているのであれば、そ

れはちょっと出してほしいと思います。一番

直近の状況で。それがあるということが、結

局、半強制にもつながるんですよ。分かるや

ろ、言っている意味。

幸行政企画課長 そういった意味では強制的

と言うか、先ほど言った制度の趣旨、あるい

は利便性等、この辺を理解していただくとい

うのがなかなか職員でも伝わっていない部分

がありますので、そういった面では、引き続

き啓発という形でさせていただきたいと思っ

ておりますし、くれぐれも表現等に留意した

いと考えています。

堤委員 最後に、まさにその表現ですよ。そ

の部分で、僕が読んでも、ああ、これは半強

制だなと思えるような文書が出ているわけで

すから、これは企画課が出しても、そこの所

属の方に回るときに、やっぱり加工訂正する

場合もあるわけですよ、取得させるためには。

自分のところが非常に少なければ、それはや

りますよ、その所属長とすれば。だから、そ

ういうことがないように、これはもう是非や

っていただかなければ、マイナンバーカード

そのものというのは、当然僕も取っていない

しね。取る、取らないは基本的に本人の自由

だから、そういうところを是非注意してやっ

てほしいし、文書を作るときには、そういう

ことはきちっとやっぱり書いてほしいと思っ

ておりますので、是非それだけはよろしくお

願いしておきます。

最後に、あと１個。さっき言った公用車の

関係、あれはさっき前の課で聞いたんだけれ

ども、今民間と契約して民間に貸し付けをす

るという計画になっているというんだけれど

も、立体駐車場のようになるの、それとも平

面のような駐車場という形になるんでしょう

か。

中園県有財産経営室長 今、県庁の東側にあ

ります職員駐車場、最終的には民間にお貸し

するように考えていますけれども、あそこは

埋蔵文化財が埋蔵されている可能性が非常に

高いということから、現在の段階では平置き

駐車場で考えているところでございます。

麻生委員 冒頭ちょっとおわびを申し上げた

いなと思います。

実は、ここに資料があるんですが、この資

料というのは、行革、執行部が一生懸命頑張

っていただいているんですけど、私ども３月

の第１回定例会のときに、この全く同じ資料

を配付されているにもかかわらず、今日持っ

てきませんで、事務局に手を煩わせてこうい

う形で提示をしていただいたと。これは我々

自身、議会も皆さんに言う以上は、何らかの

形で改善できるものはしっかり改善していく

必要があると。

確か前回の委員会のときも、桑原委員から

タブレットで、データベースでというような

話もありましたし、それぞれがやりやすい形

での選択すべきものは選択して、お互いに協

力をしていくという姿勢が要るんじゃないか

な。こういったことというのは、お互いが意
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識を変えて積み上げていかなければ、これは

できないわけですから、是非言いにくい部分

があろうかと思いますけれども、議会も真摯

に受け止めたいと思いますので、言いにくい

部分も今後はしっかりと提示をして、お互い

に改善できればと、このように思いますので、

冒頭おわびを申し上げたいと思います。

それで、１点質問をしたいんでありますが、

最近の県庁職員の若年退職者についてです。

例えば、今回重点事業として、県職員の働き

方改革ということを掲げておられるわけです

けれども、民間企業では、転勤とか、単身赴

任は一切ないような形でやろうじゃないかと

いうのが、もう世の中のルールでありますし、

ワーク・ライフ・バランスであるとか、パー

トナーのキャリアアップというようなことを

考えても、単身赴任、あるいは転勤について

は要らない。高速交通とかモバイルツールも

発達していますので、転勤に関わる補助であ

るとか、手当についても不必要じゃないかと

いうことで、職種によっては一切出さないと

いうような動きが民間企業でも、いよいよ具

体的に進み始めているわけです。私が伺いた

いのは、例えば、農業の指導者とか技術者で

３５歳以前の若い県庁職員が地元の自治体に

転職していくケースが、最近年間数名ずつ発

生しているというふうに伺っているんですが、

まずそういった実態は御存じでしょうか。

藤原人事課長 若い人の退職に関しては、ほ

かの県から就職、大分県に採用されてきて、

数年たって、地元で採用があるということで

地元の自治体に帰られる、そういう例は最近

よくあります。

麻生委員 私が伺っているのは、年に数人、

そういった地元自治体、転勤がないからとい

うことで、県内の自治体に戻っちゃうという

方が結構いらっしゃると伺っているので、一

度そういった実態把握をしていただいて、市

町村振興課の市町村職員等の人材育成という

のを含めて、働き方改革の中で単身赴任とか、

異動とかいった部分について、一度是非研究

していただいて、見直しできるところから着

手できたらいいのではないかなと、このよう

に思いますので、是非検討していただければ

と思います。

藤原人事課長 実態は少し調べてみますけど、

県内の自治体に就職をする例というのは、ほ

とんど例がなくて、むしろ、他県、鹿児島県

であるとか、長崎県の諫早市に戻るとか、そ

ういう例はたくさんございますので、実態を

もうちょっと調べてみます。

麻生委員 お願いします。

木付副委員長 さっき財政課長から公金管理

指針ができたというお話があったんですが、

会議ができたんじゃないですか。公金管理会

議、それをちょっと説明をお願いします。

佐藤財政課長 委員おっしゃるとおり、会議

も設置いたしまして、そして、その前も一応

検討する会議を持っていたんですけれども、

会計管理者をトップとしてやってきました。

今回の公金管理会議については、やはり調

達と運用の両方と、あと資金の収支を見なが

ら、全体を見渡しながらやるということで、

総務部長を会長として、あと私、財政課長が

幹事長となって、少し組織の体制を変えて会

議を持つ形にいたしております。

油布委員長 委員外議員の方は、質疑などは

ありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

油布委員長 別に質疑もないようですので、

これをもちまして、平成２９年度の組織及び

重点事業等を終わります。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

油布委員長 別にないようですので、これを

もちまして総務部関係を終わります。

執行部は、お疲れさまでした。

〔総務部退室〕

油布委員長 ここで、暫時、休憩します。

午後３時 ５分休憩

午後３時１５分再開

油布委員長 これより、企画振興部関係の説
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明に入ります。

説明に入る前に、本日は初めての委員会で

もありますので、まず、私から御挨拶を申し

上げます。

〔委員長挨拶〕

油布委員長 それでは、委員の皆さんの自己

紹介をお願いします。

〔委員自己紹介〕

油布委員長 また、本日は、委員外議員とし

て、志村議員、二ノ宮議員、吉冨議員、桑原

議員が出席されています。

次に、事務局職員を紹介します。

議事課の小野君です。（起立挨拶）

政策調査課の濱田君です。（起立挨拶）

続きまして、執行部の自己紹介をお願いし

ます。

〔廣瀬企画振興部長挨拶〕

〔幹部職員自己紹介〕

油布委員長 それでは、企画振興部関係の平

成２９年度の組織及び重点事業等について、

説明をお願いします。

なお、説明及び答弁は、私から指名を受け

た後、簡潔・明瞭にお願いします。

廣瀬企画振興部長 企画振興部全体の組織、

主な取組及び予算について、お手元の総務企

画委員会資料１により説明いたします。

１ページをお開きください。

企画振興部の組織ですが、７課３室及び県

外の東京、大阪、福岡の県外３事務所で構成

し、職員数は１８２人でございます。今年度

の組織の主な改正点について、ページ下部の

枠内に４点掲げています。

１点目は、国民文化祭に向けた準備を着実

に行うため、部並び局として国民文化祭・障

害者芸術文化祭局を新設し、これに伴い、芸

術文化スポーツ局を廃止したところです。

２点目は、ラグビーワールドカップ２０１

９大分開催の準備を着実に推進するため、ラ

グビーワールドカップ２０１９推進室を新設

し、これに伴い、国際スポーツ誘致・推進室

を廃止しました。

３点目は、国際スポーツ大会の事前キャン

プ等の誘致、スポーツによる地域活性化を行

う業務を国際スポーツ誘致・推進室から芸術

文化振興課に移管し、芸術文化スポーツ振興

課に改称しました。

４点目は、国民文化祭、ラグビーワールド

カップ２０１９などの開催を戦略的な観光振

興につなげるため、観光・地域振興課に参事

及び戦略・受入環境整備班を設置するととも

に、関西・中部エリアでの大分県の認知度を

向上させるため、大阪事務所の物産観光課を

おんせん県おおいた課に改称しました。

続きまして、企画振興部の重点戦略につい

て御説明いたします。次の２ページをお開き

ください。

１０の戦略を柱として取り組むこととして

おります。

左の上からですが、まず、安心の分野です。

１の地域社会の再構築では、住み慣れた地

域に住み続けたいという住民の思いを叶える

ため、集落機能を広域で補い合うネットワー

ク・コミュニティの更なる構築を進めます。

２の移住・定住の促進では、本県への移住

者をより一層増加させるため、対象者の掘り

起こしから、ターゲットごとの情報発信、住

宅支援などの移住促進、更に、定住後の支援

まで一貫した取組を、市町村と連携しながら、

きめ細かく行っていきます。

続いて、活力の分野です。

３の人を呼び込み地域が輝くツーリズムの

推進では、熊本地震後の観光客の回復を確か

なものにするとともに、更なる誘客を図り、

国民文化祭やラグビーワールドカップ２０１

９などを契機として、国の内外から観光客を

呼び込むため、情報発信や地域の観光素材磨

き、受入態勢の整備を進めていきます。

４の海外戦略の推進では、アジア諸国に軸

足を置きつつ、欧米等も対象とした取組を推

進するとともに、留学生・留学生ＯＢの県内

就職や起業への支援を強化します。

５の大分県ブランド力の向上では、今が大

分県のブランド力を国の内外に示すときだと

考えています。海外への情報発信も含めて、
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おんせん県おおいたの更なるブランド力の向

上を図るとともに、地方創生を後押しする広

報などを強化します。

右上に移りまして、６の活力みなぎる地域

づくりの推進では、地域資源を活用した仕事

の場づくりや地域の活力を生み出す新たな取

組、空き家や廃校を有効活用した魅力的な地

域づくりなどへのきめ細やかな支援を引き続

き行っていきます。

次に、発展の分野です。

７の生涯にわたる力と意欲を高める「教育

県大分」の創造では、県内大学等と連携して、

大学等が持つ研究開発機能や学生の活力など

を地域活性化に活かす取組を推進します。

また、県立芸術文化短期大学の魅力ある大

学づくりに向けたキャンパス整備に、引き続

き力を入れます。

８の芸術文化による創造県おおいたの推進

では、芸術文化に親しむ機会の創出や人材育

成に取り組むとともに、芸術文化の持つ創造

性を生かして、教育、産業、福祉、医療など

の分野の社会的、経済的な課題についても対

応していくこととしています。

９のスポーツの振興では、ラグビーワール

ドカップ２０１９の開催に向けて、会場整備

や観光・おもてなしなどの開催準備を本年度

本格化します。

また、東京オリンピック・パラリンピック

等国際スポーツ大会の参加チームの事前キャ

ンプ誘致や、スポーツの成長産業化に新たに

取り組んでいきます。

最後に、１０の「まち・ひと・しごと」を

支える交通ネットワークの充実等では、九州

の東の玄関口として、本年３月に策定した拠

点化戦略に基づき、多くの人・物が、本県を

介して九州内外を行き来する拠点づくりに取

り組みます。

また、東九州新幹線の整備計画路線格上げ

に向けた取組も進めていきます。

次に３ページには、今説明いたしました１

０の重点戦略ごとに、主要事業名と予算額を

お示ししています事業体系図を掲載していま

す。これについては、御覧いただければと思

います。

続きまして、４ページをお開きください。

平成２９年度の企画振興部の予算でござい

ます。

（１）一般会計の左側、企画振興部①の計

の欄に記載していますように、当部の２９年

度当初予算額の総額は、６８億７，７８７万

３千円でございます。

その行の右端の前年度対比の欄でございま

すが、２８年度当初予算額と比べて、１０億

６，２１２万３千円の増、率にして、１８．

３％の増となっております。

これは、県立芸術文化短期大学のキャンパ

ス整備、約３．５億円増やラグビーワールド

カップ２０１９の開催準備、約４．５億円増

などによるものです。

企画振興部の全体説明は以上でございます。

各課室の組織、事務分掌、主な事業等につ

きましては、各所属長から御説明申し上げま

すので、よろしくお願いします。

磯田政策企画課長 お手元の資料１の９ペー

ジを御覧ください。

まず、１の組織でございますが、政策企画

課は、総務班、企画調整班、政策企画班の３

班体制となっております。このほか、県立芸

術文化短期大学業務援助職員７人を含めまし

て、職員数は２５人となっております。

また、まち・ひと・しごと創生推進室は、

総合戦略班、移住定住促進班の２班体制とな

っており、職員数は６人となっております。

次のページを御覧ください。

当課が所管しております地方機関は、東京、

大阪、福岡の３県外事務所で、職員数は合計

３０人となっております。

次の１１ページを御覧ください。

２の分掌事務でございます。

政策企画課は、県行政の総合企画及び連絡

調整、重要施策の総合調整、政策企画委員会、

大学との連携に関することのほか、部の主管

課としての業務が主なものでございます。

また、まち・ひと・しごと創生推進室は、
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２７年度に策定した大分県人口ビジョン及び

まち・ひと・しごと創生大分県総合戦略に基

づき、地方創生を推進するための取組を行う

とともに、県外からの移住定住いわゆるＵＩ

Ｊターンの促進に向けた取組も行っておりま

す。

次に、予算につきまして、政策企画課の主

な事業を御説明いたします。

１４ページを御覧ください。

事業名欄の上から２番目、おおいたＡＳＥ

ＡＮ交流促進事業費３４４万５千円でござい

ます。これは、独立行政法人国際交流基金が、

東南アジアとの関係強化を目的として実施す

る日本語パートナーズ事業のうち、政府関係

機関の地方移転の一環として、本県への移転

が決定している研修に対し、大分県ならでは

の研修の提案・実施支援を行うとともに、移

転を契機としたＡＳＥＡＮ地域との交流拠点

の構築に向けたシンポジウムの開催等を行う

ものでございます。

次に、２０ページを御覧ください。事業名

欄の上から２番目、公立大学法人県立芸術文

化短期大学整備事業費５億５，３３９万８千

円でございます。

この事業は、大学施設の老朽化や狭あい化

に対応するとともに、教育施設の充実した魅

力あるキャンパスとして整備するものです。

昨年度着手した、芸術デザイン棟の増築・

改修に続き、今年度は、新たに、音楽ホール

棟や図書館の新設、シンボルロードの整備を

行い、これらの主要施設は、３０年度までに

完成する見込みになっています。

最後に、２２ページを御覧ください。

４の重点事業でございます。

（１）の「政策県庁」の実現に向けた取組

の推進につきましては、県政における重要政

策の推進や課題解決のため、政策企画委員会

を中心に、県庁の政策立案・調整機能を強化

するとともに、トップマネジメントのための

部長会議ＢＢＬや、地域課題対応枠予算を通

じた地方機関職員の政策形成能力の向上など、

政策県庁の実現に向けた取組を推進してまい

ります。

（２）の新長期総合計画「安心・活力・発

展プラン２０１５」の推進につきましては、

本計画を着実に推進するため、広く県民の声

を聞きながら、計画・実行・評価・見直しの、

いわゆるＰＤＣＡサイクルを確立してまいり

ます。

（３）の県立芸術文化短期大学の施設整備

につきましては、先ほどの予算の中で説明い

たしましたので省略させていただきます。

宇都宮まち・ひと・しごと創生推進室長 ま

ち・ひと・しごと創生推進室の主な予算につ

いて、御説明いたします。

少し戻りまして、同じ資料の１５ページを

御覧ください。

事業名欄の２番目、まち・ひと・しごと創

生大分県総合戦略推進事業費１，０６７万円

でございます。

これは、本県の地方創生を推進するため、

大分県まち・ひと・しごと創生本部会議など

を開催するほか、市町村と連携したモデル事

業を実施するものです。

平成２９年度のモデル事業は、生涯活躍の

まち、いわゆる日本版ＣＣＲＣの推進に向け、

市町村や学識経験者、金融機関等で構成する

推進協議会を設置するとともに、東京でアク

ティブシニアを対象としたセミナーを開催す

る予定です。

なお、重点的に取り組むこととしておりま

す移住・定住の促進につきましては、後ほど、

諸般の報告の中で、御説明させていただきま

す。

徳野国際政策課長 国際政策課関係の事業に

ついて、御説明いたします。

２３ページを御覧ください。

まず、１の組織でございますが、国際政策

班とパスポート班の２班体制となっており、

総数１０人です。

次のページをお開きください。

２の分掌事務についてでございますが、海

外戦略を始め国際交流や国際協力に係る総合

企画及び連絡調整などを担当しております。
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また、国からの法定受託事務であります旅

券事務を分掌しております。

次に、予算につきまして、その主なものを

御説明いたします。

２７ページを御覧ください。

事業名欄の上から２番目の海外戦略加速化

事業費１，８１６万２千円でございます。

これは、成長を続けるアジアを始めとした

海外の活力を取り込み、本県産業の活性化を

図るため、海外戦略に基づき、部局間連携の

もと施策を推進するものでございます。

具体的には、台湾において県産品と観光、

ものづくり産業の一体的なプロモーションを

実施するとともに、香港での大分フェアやベ

トナムでのＰＲ事業、アジアビジネス研究会

の開催などにより、県内企業の海外展開を推

進していきます。

続きまして２８ページを御覧ください。

事業名欄の一番下、おおいた留学生ビジネ

スセンター運営事業費２，１３９万９千円で

ございます。

この事業は、人口当たりの留学生数が日本

一という本県の強みを活かし、留学生や留学

生ＯＢなどの県内起業と就職を支援するため、

昨年１０月に別府市に開設したおおいた留学

生ビジネスセンターの運営を本格化するもの

です。

具体的には、起業支援では、専門家による

定期的な起業相談や先輩起業家との交流会を

実施するほか、就職支援では、県内企業の見

学会や県内企業との交流会、各種セミナーの

開催などを予定しています。

なお、３０ページの重点事業でございます

が、先ほど予算の中で御説明いたしましたの

で省略させていただきます。

高屋芸術文化スポーツ振興課長 芸術文化ス

ポーツ振興課関係について御説明いたします。

３１ページをお開きください。

まず、１の組織でございますが、芸術文化

企画班、芸術文化振興班、国際スポーツ誘致

・推進班の３班体制となっております。この

ほかに公益財団法人大分県芸術文化スポーツ

振興財団への業務援助職員６人、株式会社大

分フットボールクラブへの研修派遣職員１人

が配置されており、総数２０人となっていま

す。

次の３２ページを御覧ください。

ラグビーワールドカップ２０１９推進室は、

企画・施設調整班、広報・事業班の２班体制

となっており、総数１２人です。

次の３３ページを御覧ください。

２の分掌事務について御説明いたします。

芸術文化スポーツ振興課においては、県立

美術館に関すること、芸術文化ゾーンを拠点

とした芸術文化の振興に関すること、地域活

性化につながるスポーツの振興等を分掌して

います。

ラグビーワールドカップ２０１９推進室に

おいては、ラグビーワールドカップ２０１９

大分開催に関することを分掌しています。

次に予算について、説明いたします。

３７ページをお開きください。

事業名欄の一番上の国際芸術文化振興事業

費３，７４０万円でございます。

これは、別府アルゲリッチ音楽祭や大分ア

ジア彫刻展の開催など、国際的な文化振興施

策を展開し、芸術文化による本県の活性化と

魅力ある県づくりを推進するものです。

次の３８ページを御覧ください。

創造県おおいた推進事業費７，４７０万５

千円でございます。

これは、芸術文化の創造性を様々な分野の

取組に生かす創造的地域づくりを目指し、地

域におけるアートマネジメント人材を育成す

るとともに、国内外への情報発信やネットワ

ークの構築・強化のため、モデルとなる取組

を実施するものです。

４０ページをお開きください。

事業名欄の上から２番目にあります

国際スポーツ大会誘致推進事業費２，１３

３万９千円でございます。

この事業は、東京オリンピック・パラリン

ピックを始めとする国際スポーツ大会に参加

するチームの事前キャンプ等の誘致を行うも
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のです。

具体的には、本県の競技施設のＰＲや、情

報収集活動などを行うとともに、キャンプ実

施の際には、受入れ市町村と連携し、チーム

に対し宿泊費用などの支援を行います。

また、事前キャンプ地としての施設基準に

適合する競技施設を有する市町村が、ウエイ

トトレーニング機器や競技用具を整備する場

合に、その費用の一部について支援を行うこ

ととしています。

以上が、芸術文化スポーツ振興課の主な事

業です。

なお、４２ページの４の重点事業につきま

しては、予算の中で説明いたしましたので、

省略させていただきます。

ラグビーワールドカップ２０１９推進室の

主な事業は、この後、室長より御説明します。

中村ラグビーワールドカップ２０１９推進室

長 それでは、ラグビーワールドカップ２０

１９推進室の重点事業について御説明いたし

ます。

４０ページをお開きください。

事業名欄の一番下、ラグビーワールドカッ

プ開催準備事業費５億９，８０５万１千円で

す。

この事業は、ラグビーワールドカップ大分

開催に向け、これまで取り組んできた機運醸

成や競技普及に加え、会場整備、観光・おも

てなし、広報・イベント、交通・輸送対策な

どに、官民一体となって本格的に準備を進め

るものです。

詳細につきましては、後ほど、諸般の報告

のなかで、御報告させていただきます。

森広報広聴課長 広報広聴課関係について御

説明いたします。

資料１の４３ページをお開きください。

当課の組織は、広報・報道班と広聴班で構

成されており、職員数は１２名でございます。

次の４４ページをお開き願います。

分掌事務についてですが、県行政の普及及

び啓発を図るための各種広報、県民の要望や

意見などを県政に反映させるための広聴、報

道機関との連絡、また大分県の情報発信に関

する事務を担当しています。

次に、予算について、その主なものを御説

明いたします。４８ページをお開き願います。

事業名欄の一番上、広報活動費２億１，４

７６万５千円でございます。

これは、県政広報に要する経費であり、主

なものとしては、県政テレビ番組やラジオ番

組の放送、各新聞への県政だよりの掲載、県

政広報誌「新時代おおいた」の発行等に要す

る経費でございます。

次の４９ページをお願いします。

事業名欄の一番上、おおいた魅力アップ情

報発信事業費８，２９７万９千円でございま

す。

これは、本県の旬な魅力などを効果的に情

報発信することにより、大分県の魅力、ブラ

ンド力を向上させるための経費でございます。

国民文化祭やラグビーワールドカップ２０

１９の本県開催等による絶好の機会を逃さな

いため、ＰＲ会社等を活用したニュースレタ

ーの発信や首都圏在住の海外メディア等に対

する交流会・大分ツアーの開催など、国内に

加え、海外メディアへ向けたパブリシティ活

動に引き続き力を入れていきます。

その下、対話県政推進事業費３０万８千円

は、知事が県内各地を訪問し、県民の方々と

対話・交流する「県政ふれあいトーク」等の

実施に要する経費です。

５０ページの４、重点事業につきましては、

ただ今、予算の中で説明いたしましたので省

略させていただきます。

清末統計調査課長 統計調査課関係の事業に

ついて、御説明いたします。

５１ページをお開きください。

１の組織につきましては、統計企画班、統

計分析班、人口統計班、社会生活統計班及び

産業統計班の５班体制で、合計２８人の職員

が配置されております。

次のページをお開きください。

２の分掌事務は、統計法や大分県統計条例

に基づく基幹統計調査の実施と、統計データ
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の分析や提供などであります。

次に、予算につきまして、その主なものを

御説明いたします。

５６ページを御覧ください。

まず、委託統計費１億１，９１７万５千円

でございます。

これは、総務省、経済産業省など国の関係

省から委託されて行う統計法に基づく基幹統

計調査の実施に要する経費で、財源は全額国

庫支出金でございます。

次のページを御覧ください。

県単統計費２６２万２千円でございます。

これは、県経済の現状を把握するための景

気動向指数や県民経済計算などの県独自で行

う調査や分析などに要する経費でございます。

続きまして５８ページをお開きください。

重点事業でございますが、（１）の平成２

９年就業構造基本調査は、国民の就業及び不

就業の状態を調査し、全国及び地域別の就業

構造に関する基礎資料を得ることを目的とし

て５年ごとに実施するもので、調査結果は、

国や都道府県などの雇用政策、経済政策など

各種行政施策の基礎資料として利用されてい

ます。

阿部観光・地域振興課長 観光・地域振興課

関係分について御説明いたします｡

資料１の５９ページをお開きください。

まず、組織でございます。

観光・地域振興課は、より戦略的に観光振

興に取り組むため、本年度から組織を見直し、

新たに参事を設置するとともに、観光企画班

と地域磨き班をそれぞれ、戦略・受入環境整

備班と観光振興班に改編しております。

課の職員総数は、公益社団法人ツーリズム

おおいた業務援助の３人を合わせまして、１

９人となっています。

地域活力応援室につきましては、６人とな

っています。

次のページをお開きください｡

分掌事務について御説明いたします。

観光・地域振興課は、観光振興の総合企画、

国際観光の推進、地域資源を活用した観光振

興に関すること等を分掌しています。

地域活力応援室は、新市における旧町村地

域の振興、小規模集落対策、買い物弱者対策、

離島、山村、半島などの地域の振興に係る総

合企画等を分掌しています。

次に、観光・地域振興課の重点事業を御説

明いたします。

少し飛びまして、７６ページを御覧くださ

い｡

（１）国内誘客対策では、来年度は、国民

文化祭を翌年に控え、国内旅行者の完全復興

プラスアルファを図るため、おんせん県おお

いたデスティネーションキャンペーンで培わ

れた、県内外の観光関係者等とのネットワー

クを活かし、エリアごとに、より効果的・戦

略的な誘客プロモーションや情報発信を展開

します。

次に（２）インバウンド対策では、国民文

化祭やラグビーワールドカップ２０１９の開

催を見据え、アジアに軸足を置きつつ、欧米

向けの情報発信や誘客対策に取り組んでまい

ります。

最後に、（３）地域磨き対策では、観光客

の長期滞在と消費拡大を促すため、食やナシ

ョナルパークなどの素材を活用した旅行商品

づくり等を行うとともに、国民文化祭やラグ

ビーワールドカップ大分開催を見据え、外国

人観光客向け通訳サービスの提供や研修など

のおもてなし体制の強化を図ります。

なお、具体的な予算上の取組については、

後ほど、諸般の報告の中で説明いたします。

岩崎地域活力応援室長 地域活力応援室の重

点事業について御説明いたします。

資料は戻りまして、６４ページを御覧くだ

さい。

事業名欄の下から２番目、移住者居住支援

事業費８，３８８万７千円でございます。こ

の事業は、県外から本県への移住を促進する

ため、移住に必要な住居の新築・購入や改修、

引っ越し等に係る経費とおためし居住施設の

整備を市町村と協調して支援するものです。

また、今年度から、助成対象として空き家
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等を活用した店舗等の開設に要する経費を拡

充しております。

次に、その下６５ページの事業名欄の１番

目、地域活力づくり総合補助金５億円でござ

います。この事業は、元気で活力あふれる大

分県づくりを推進するため、地域の様々な主

体が取り組む事業活動を、きめ細かく柔軟に

支援するものです。

次に、その下の小規模集落・里のくらし支

援事業費６，６００万円でございます。

この事業は、小規模集落や同様の課題を抱

える山村・離島等に、安心して住み続けられ

るよう、安心・安全な地域社会の構築や賑わ

い創出の取組を支援するものです。

最後にその下のくらしの和づくり応援事業

費２，４５６万１千円でございます。地域に

住み続けたいという住民の思いを叶えるため、

多様な担い手の育成・多機能化を促進し、集

落同士が互いに集落機能を補い合うネットワ

ーク・コミュニティの形成を推進するもので

す。

後藤交通政策課参事 交通政策課関係につい

て御説明いたします。７９ページをお開きく

ださい。

まず、１の組織でございますが、地域に密

着した交通と広域的な交通に対応するため、

地域交通班と広域交通班の２班体制で職員数

が１１名となっております。

次のページをお開きください。

２の分掌事務につきましては、鉄道や路線

バス、離島航路等の地域交通、フェリーや航

空等の広域交通、それぞれの政策立案や企画

調整を所管しております。

次に、予算についてでありますが、その主

なものを御説明いたします。

少し飛びまして、８５ページをお開きくだ

さい。

事業名欄の一番上の九州の東の玄関口とし

ての拠点化推進事業費６，３２８万３千円で

ございます。

これは、九州の東の玄関口としての本県の

ポテンシャルを活かし、人の流れを更に活性

化させるため、港などの拠点施設の機能を向

上させるとともに、県内外を結ぶ各交通機関

の路線を拡張することにより、本県の広域交

通ネットワークを充実させるための経費を措

置するものでございます。戦略の内容につい

ては後の諸般の報告の中で説明申し上げます。

次に、その二つ下の国際チャーター便誘致

促進事業費３，５４９万９千円でございます。

これは、インバウンド需要が旺盛なこの機

を逃さず、ソウル線以外の国際定期便の就航

に向け、県の海外戦略の誘客ターゲット国で

ある台湾を始め中国、香港等の航空会社に対

し、チャーター便の運航を積極的に働きかけ

るための経費を措置するものでございます。

次のページをお開きください。一番上の地

方バス路線維持対策費１億３，９７８万２千

円でございます。

これは、広域的・幹線的な移動を担うバス

路線を維持するための経費に対して補助する

ものでございます。

次に、その二つ下の地域公共交通活性化事

業費１，５７０万４千円でございます。

これは、地域にとって望ましい持続可能な

公共交通ネットワークを実現するため、市町

村や交通事業者と連携し、地域公共交通に係

るマスタープラン及びその実施計画を策定す

るものでございます。

次のページを御覧ください。一番上の東九

州新幹線推進事業費１８０万円でございます。

これは、東九州新幹線の基本計画路線から

整備計画路線への格上げを目指し、県内の機

運醸成につながる取組を行うとともに、国な

どへの要望活動を行うものでございます。

８９ページ４の重点事業でございますが、

これらにつきましては、先ほど予算の中で御

説明いたしましたので省略させていただきま

す。

油布委員長 以上で説明は終わりました。

次に、執行部から報告をしたい旨の申し出

がありますので、これを許します。

宇都宮まち・ひと・しごと創生推進室長 移

住・定住対策について御報告いたします。
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資料２の１ページを御覧ください。

地方創生にあたり、平成２７年度からＵＩ

Ｊターンの取組を本格化し、積極的に進めて

きたところであります。２３年度からの移住

者数の推移等を一覧表にしたものですが、移

住支援施策を利用した、県外からの移住者数

は、２６年度が２９２人だったのが、２７年

度には４５４人、更に、２８年度には７６８

人となり、毎年、大きく数を伸ばしています。

また、移住相談の件数も、２６年度に２０９

件、２７年度には８３８件、更に２８年度に

は１，４５３件と、着実に伸びています。

続いて、２ページを御覧ください。２７年

度から今年度までの取組をまとめてあります。

２７年度に東京に移住コンシェルジュ、２

８年度に東京、大阪、福岡の県外事務所に移

住サポーターを配置し、毎月、相談会を開催

するなど、移住希望者に大分の魅力を伝え、

必要な情報を提供できる体制を充実してまい

りました。こうした取組が、移住者数の増加

につながったものと考えています。

今年度は、これまでの取組に加え、特に、

本県の若者や女性の転出が最も多い福岡県に

おいて、商工労働部などとも連携しながらＵ

ＩＪターン対策を強化してまいります。具体

的には、資料の下半分に示した四つの項目を

柱に取り組んでまいります。

まず、一つ目は掘り起こしです。昨年１０

月、おんせん県おおいた暮らしフェアと銘打

ち、東京で県内の企業や市町村が多数参加し、

仕事や住まいなど、おおいた暮らしの魅力を

丸ごとアピールする大規模移住相談会を開催

しました。１千人を超える来場者があり、相

談ブースには多数の相談が寄せられました。

今年度は、このようなフェアを東京に加え、

福岡でも開催したいと考えています。

二つ目は情報発信です。

宝島社が発行する「田舎暮らしの本」は、

移住希望者にとって最も一般的な情報源であ

るため、毎月の記事掲載を委託しています。

お手元にお配りしている冊子は、１年間の記

事をまとめたものですが、移住者の実体験に

基づく田舎暮らしの魅力が発信される内容と

なっています。

今年度は、ターゲット別に、より効果的な

情報発信を計画しています。若者向けにはパ

ワーブロガーによるおおいた暮らし体験の発

信を、子育て世代向けには育児専門誌「ひよ

こクラブ」へのＰＲ記事掲載を行います。特

に対策を強化する福岡では若い世代が集まる

天神地区のコミュニティＦＭを活用して、毎

週、本県出身の学生や若者がリレー出演する

ラジオ番組を放送し、若者のＵターンにつな

げてまいります。

三つ目は移住促進です。

今年度も、東京・関西・福岡それぞれで毎

月１回移住相談会を行います。

また、実際に移住候補地や空き家物件を巡

ってもらうとともに、街歩きを行い、移住後

の生活をしっかりイメージできるよう、おお

いた暮らしを体験するツアーを実施します。

今年度は特に、福岡発着で、女性をターゲッ

トとするモニターツアーを新たに造成します。

最後は定住支援です。昨年度から、移住者

が末永く本県に住み続けてくれるよう、移住

先の市町村の枠を超えた移住者同士のネット

ワークづくりを支援しています。広域での移

住者交流会を開催していますが、大変好評で

あり、本年度も継続して取り組んでまいりま

す。また、地域おこし協力隊の任期終了後の

定住に向け、起業や就職をテーマとする研修

会や自分で作った品物など販売するイベント

の開催など、起業支援も行ってまいります。

中村ラグビーワールドカップ２０１９推進室

長 ラグビーワールドカップの準備状況につ

いて、御報告いたします。

３ページをお開きください。日本大会の概

要でございます。

２０１９年９月２０日の開幕戦から１１月

２日の決勝戦まで、約７週間にわたって４８

試合が行われます。

開催都市は、１２都市となっており、九州

では福岡、熊本、大分の３県で開催されます。

特徴としましては、９回目となる今大会は、
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アジアで初の開催となります。また特に、２

０１６年のリオデジャネイロオリンピックで

７人制のラグビーがオリンピック種目に採用

された後、初めて開催されるワールドカップ

となっています。

経済効果につきましては、波及効果まで含

めてＥＹ総合研究所の推計では全国で４，２

００億円、政策投資銀行の推計では２，３３

０億円となっております。

４ページをお開きください。大会までのス

ケジュールでございます。

来月１０日には、予選プールの組み分け抽

選会が京都迎賓館で開催されます。既に出場

の決まっている日本チームを始め各チームの

対戦相手が決まります。秋には、試合日程が

発表され、大分で開催される試合のカード、

開催日なども発表されます。

現在、グレードの高い試合の誘致に向けて、

様々な機会を捉え、組織委員会、ラグビーワ

ールドカップリミテッドなどに対して、本県

のスタジアムの規模、アジアとの交流実績、

宿泊施設が充実していることなどをアピール

しております。

３段目、イベント・機運醸成の欄を御覧く

ださい。今年秋には２年前イベントを開催し

たいと考えています。

また表中記載がありませんが、今後試合日

程が発表される予定になっていますが、今年

も大分銀行ドームでトップリーグを開催し、

多くの方に足を運んでいただきたいと考えて

います。

会場整備につきましては、来年、プレ大会

を誘致することを視野に、本年度は大銀ドー

ムでゴールポストの整備などを行ってまいり

ます。

公認キャンプ地につきましては、大会期間

中、出場するチームが必ず滞在するものでご

ざいます。県内では大分、別府、中津、佐伯

の４市が申請しております。夏には候補地と

してラグビーワールドカップリミテッドから

承認されまして、秋の試合日程決定で大分で

試合を行うチームが決定以後、実地の視察な

どを経て、順次決定していくこととなってお

ります。県としましても、施設整備へのアド

バイスなど市町村と連携して誘致に取り組ん

でまいります。

次のページを御覧ください。

本年度の主な取組について分野ごとに整理

しています。

３番目の交通輸送、その下の救急医療につ

きましては、秋の日程決定などを勘案し、具

体的な計画策定を進めてまいります。

広報イベントでは、幼稚園、保育園でのタ

グラグビー教室などの競技普及のほか、機運

醸成のため、２年前イベント、シティードレ

ッシング――いわゆる市街地装飾であるとか、

公式サポーターズの会員募集、トップリーグ

での誘客などに取り組みます。

次のページをお開きください。

メディアを活用した広報は、秋の試合日程

決定以後、集中消化してまいりたいと考えて

います。

地域活性化では、ラグビーを通じて大分県

民の心を一つにするをテーマに「Ｏｎｅ Ｒ

ｕｇｂｙ Ｏｎｅ Ｏｉｔａ大作戦」として、

県内各地で関連イベントを実施しています。

また、秋の試合日程決定以後には、県内各

地で出場国応援に取り組みたいと考えており

ます。

観光おもてなしでは、ファンゾーンの計画

策定、ボランティアの募集準備などに取り組

んでまいります。

インバウンド獲得を見据えて、観光・地域

局と連携して情報発信や受入体制の整備にも

取り組んでまいりたいと考えています。

阿部観光・地域振興課長 観光・地域振興課

関係分のツーリズムの推進について、３点御

報告いたします｡

資料の７ページをお開きください。

熊本地震からの復興状況についてです。

このグラフには、県統計による平成２８年

１月から２９年３月の本県宿泊客数の推移を

示しています。上段の折れ線グラフは対前年

同月比ですが、４月の熊本地震発生により、
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宿泊客数は急激に減少し、５月には対前年比

マイナス３６．１％まで落ち込みました。県

では、宿泊客数の早急な回復を図るため、民

間事業者等と連携し、国内外でのＰＲ活動や

ふっこう割事業に取り組みました。その成果

もあり、７月にはマイナス４．５％と、ほぼ

前年並みとなり、９月にはプラス４．０％と

前年を上回るまでＶ字回復することができま

した。また、１２月で終了するふっこう割後

の反動減が心配されていましたが、本年１月、

２月においてもほぼ前年並みとなっています。

直近の３月の数字ですが、破線の四角囲みの

ところですが、前年同月比は全体で１０１．

５％と好調だった昨年を上回り、うち国内は

９８．１％、インバウンドは１２３．２％と

順調な伸びを示しています。

表の下の方は、平成２８年１月から１２月

の本県宿泊客数です。合計で４３３万２，１

６１人となり、地震により大きな影響を受け

ましたが、デスティネーションキャンペーン

を実施した前年と比較して、５％の減少に留

めることができ、特にインバウンドは対前年

比９．１％のプラスとなりました。

インバウンドが順調に増加しているのは、

地震発生直後から現在に至るまで、海外での

ＰＲ活動や旅行社・マスコミの招請などに、

切れ目なく取り組んでいる成果が現れたんだ

と考えています。

続きまして、８ページを御覧ください。

県内における国内・海外宿泊客数の推移に

ついてです。

観光庁の宿泊旅行統計によると、直近５年

間における本県の延べ宿泊者数の推移は、図

１のとおりとなっています。

平成２７年は、ＪＲデスティネーションキ

ャンペーンの効果により、約７３９万人泊と

過去最高を記録しました。他方、平成２８年

は、熊本地震の影響を受け前年割れとなりま

したが、先に述べたとおりＶ字回復を見せて

おり、約６７８万人泊と過去２番目に高い数

値となりました。

県内宿泊者のうち国内からは５９３万人泊

となっており、年により１割程度の増減が見

られるものの、直近５年間では概ね毎年６０

０万人泊前後で推移しています。国内客の内

訳を見ると、福岡からが最大で３割を占めて

おり、次いで県内、九州他県、関東圏となっ

ています。

一方、訪日外国人宿泊者数は右肩上がりで

推移しております。最新の宿泊者数は国の統

計で約８５万人泊と、平成２４年実績の約２．

７倍に成長しています。全国順位は１６位、

九州では福岡県に次いで２位となっておりま

す。

また、本県の宿泊者に占める外国人比率も

上昇してきており、現在およそ７人に１人の

宿泊者が訪日外国人となっております。

内訳を見ると、韓国を始め台湾、中国、香

港といった東アジア地域が約９割を占め、タ

イなど東南アジア地域が続いています。

今後、ラグビーワールドカップ等を契機に

欧州、米国、オセアニア地域などからの来客

も期待されることから、インバウンドの多様

化に積極的に取り組んでまいります。

以上を踏まえ、次ページで具体的な施策を

説明いたします。９ページを御覧ください。

平成２９年度の観光の取組についてです。

日本一のおんせん県おおいたツーリズム戦

略２０１５の五つの戦略に基づき、今年度の

観光振興に取り組むこととしています。

まず、資料の左上の戦略１、地域の観光素

材磨きでは、地域の素材磨きと受入態勢の整

備を図るため、観光地域磨き推進事業や六郷

満山開山１３００年記念観光推進事業により、

県産品を活用した食観光の推進、瀬戸内海ク

ルーズ船の誘致、ナショナルパークやサイク

ルツーリズムを活用した観光商品づくり、六

郷満山など地域観光素材を活用した周遊観光

ルートの形成に取り組んでまいります。

次に、資料の左中ほどの、戦略２、誘客で

は、国内とインバウンドの対策を強化してま

いりす。

国内対策では、国内誘客総合対策事業によ

り、九州・中四国、関西・中部、東日本のエ
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リアごとの特性を活かし、交通事業者と連携

した誘客キャンペーンや旅行会社へのセール

スを行います。特に、インバウンド対策では、

インバウンド推進事業により、アジア諸国に

向けた情報発信はもとより、ラグビーワール

ドカップ２０１９を見据え、欧米からの誘客

を図るため、ミシュラングリーンガイドのＷ

ｅｂ版や大手旅行サイト等を活用した情報発

信を実施します。

次に、資料の右中ほどの、戦略３、ブラン

ド力の向上では、誘客や地域磨きへつなげる

ため、国内外に向け引き続きおんせん県おお

いたの情報発信を行ってまいります。

次に、資料下段の、戦略４、県域を越えた

連携では、宮崎、長崎、熊本と連携した情報

発信や誘客対策、戦略５、戦略ある現場主義

の推進では、ツーリズム大学を活用したリー

ダーの育成を図るとともに、ツーリズムおお

いたのＤＭＯ化による機能強化の支援に取り

組んでまいります。

このように、総合的に観光事業を実行する

ことにより、大分県観光を更に推進していき

ます。

後藤交通政策課参事 資料の１０ページをお

開きください。

九州の東の玄関口としての拠点化について、

昨年度、民間有識者等による戦略会議で、戦

略策定に向けて御議論いただきましたが、３

月にその提言が知事に提出され、それを受け

て、県の戦略を策定しましたので、概要を説

明いたします。

本戦略では、九州は、アジアの成長や活力

を取り込むアジアのゲートウエイとして、我

が国の人の流れ・物の流れにおける役割が益

々増大していることから、本県が九州の東の

玄関口として、人・物の流れの拠点になり、

多くの人・物が本県を介して九州内外を行き

来する状況を作ることで、経済活性化・雇用

創出を促進し、地方創生を加速させることを

目指しています。

まず、人の流れの拠点化に向けて、フェリ

ーでは、利用促進や対岸県と連携した観光振

興、航空では、空港ビルの魅力向上や空港へ

のアクセス手段の充実、長距離バスでは、要

町にある交通結節機能施設のバスターミナル

化や四国へのフェリーを活用した新規路線の

検討、鉄道では、駅のバリアフリー化の推進

や日豊本線の複線・高速化、二次交通では、

乗継情報提供の充実や関係交通事業者による

乗継調整会議の設置などに取り組むこととし

ています。特に人の流れの基幹拠点である別

府港について、大阪港航路の船の大型化に伴

う港湾整備や、老朽化し分散したフェリー上

屋の集約整備とそれに合わせたにぎわい空間

の整備、高級小型・中型クルーズ船の積極的

な誘致などに取り組むこととしています。

資料の１１ページを御覧ください。物の流

れの拠点化に向けては、内航貨物の増加等に

より、本県に国内物流の幹線経路ができるこ

とを目指し、ＲＯＲＯ船・フェリー航路等の

海上貨物航路の機能強化・利用促進や、内航

貨物の集荷推進、安定的な貨物量確保のため

の荷主となる港湾利用企業の誘致・集積、ポ

ートセールスでは、内航貨物のポートセール

ス体制を強化するとともに、貨物の集荷、内

航航路の充実、港湾利用企業の集積に並行し

て取り組むことで、これらに正のスパイラル

を生じさせることとしています。特に、物の

流れの基幹拠点である大分港大在地区につい

ては、昨年１０月に２航路週６便体制に拡充

されたＲＯＲＯ船航路を軸に、そのデイリー

化による航路の充実や貨物集荷における重点

地域・重点品目の設定、港湾利用企業の誘致

・集積やＲＯＲＯ船岸壁の整備やシャーシ置

場の確保などに取り組むこととしています。

交通インフラの整備では、中九州道、中津

日田道路の整備や東九州道、空港道路の４車

線化の促進などの高規格幹線道路の充実や港

の機能強化に取り組むこととしています。更

に、将来の大分県を支える交通体系の構築に

ついては、東九州新幹線の整備計画路線格上

げのための取組も推進してまいります。

戦略の期間は、長期総合計画と同じ３６年

度までとし、戦略の進捗管理のために、数値
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目標を設定するとともに、民間有識者による

フォローアップも行います。

本年度は戦略の実質的な実行初年度となり

ます。早速、別府港の再編に向けた準備、交

通機関の乗継ぎ円滑化のための関係事業者に

よる調整会議の設置、大分港大在地区の物流

拠点化に向けたポートセールスの強化、ＲＯ

ＲＯ船航路の利用促進等に取り組んでまいり

ます。

油布委員長 ただ今の報告について、質疑な

どはありませんか。

木付副委員長 六郷満山１３００年祭の事務

局のことなんですが、この間、岡本局長が行

かれたというのを聞きました。ありがとうご

ざいます。

今、豊後高田と国東から１人ずつ、２人体

制ですね、専従というか、専任が。そして、

県から１人、週何回ですかね、２回ですか、

３回ですか。（発言する者あり）３回行って

いますか──３回派遣で行っているみたいな

んですけど、ちょっとお話聞いたら、もう悲

鳴上げているんですよね、２人では、もうち

ょっと無理だということで。だから、やっぱ

り県としても、人的支援をもっと充実させな

いと、これはちょっと大変なことになるんじ

ゃないかと、事務局に行ってお話を聞いたら、

そういうことを言っていましたので、その辺

の人的支援についてはいかがですか。

岡本観光・地域局長 先般私、国東市長にお

会いをして、ちょっとお聞きしました。実は

今年度が１３００年祭の関係では、一番大事

な年という認識をしています。

プレイベントを多数打ちつつ、これに合わ

せた商品の造成をしなきゃいけませんし、そ

れから、来年が本番イヤーになりますから、

その仕込みも同時にしなきゃいけない。一番

人手が必要な年だという認識をしております。

副委員長がおっしゃったような状況は、よ

くよく先般行きましたので、私のところの担

当職員も、今し方、お話がありましたが、週

３日、足しげく通うようにしておりますし、

それに加えて、実は事業が実施されるエリア

をよくよく見ますと、私どもの出先機関であ

る東部と北部の二つの振興局が、ちょうど地

区を半分に割って、それぞれ関わっていると

いう状況がありますので、実はそれぞれの局

も地域振興部に、局長経由ですけれども、対

地元向けの取組みたいなところには可能な範

囲で参画してほしいというお願いをしている

ところです。金も含めてです。

ですので、人と金も今年度、可能な範囲で

しっかり協力をしてまいりたいと考えており

ます。

木付副委員長 国東も豊後高田も、国東半島

芸術祭、これをもうみんな経験しているわけ

ですよね、それと必ず比べるわけですね。あ

のときは専任で来て、県からの職員も来てい

ましたね。あと、人的にもいろいろ支援して

もらったと。それと比べて今回はというお話

をするわけですよ。だから、是非人的支援は

よろしくお願いします。本当に大変なことに

なると思いますので、よろしくお願いします。

麻生委員 磯田課長にちょっとお伺いしたい

んですが、政策企画課の事務分掌で、重要政

策の総合調整を図ることということがあるわ

けですよね。大分県というのは、健康寿命日

本一とか、障がい者雇用率日本一、そして、

子育て満足度日本一と。これと、例えば、農

林水産部のいわゆる生産額目標とか、商工労

働部の産業活力創造戦略の目標数値がござい

ましたよね。これというのは、非常に相反す

ることを同じエリア内で実践しないといけな

い。ちょっと矛盾する部分も現実問題として

あるのかなと。

何でこういうことを申し上げるかというと、

探検家のダン・ビュイトナーという方が、

「世界の長寿地域の９つの共通点」というの

を示して、ブルーゾーンプロジェクトという

のをアメリカの各地方自治体で取組をされて

いるらしいんですけど、その本なんかを見る

と、大分県が抱えている健康長寿という部分

とか、子育て満足度とかいった部分は、いわ

ゆる産業構造とは全く相反する部分であると。

例えば、イタリアあたりの健康長寿エリア―
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―ブルーゾーンと言われているエリアという

のは、時計も持たずにストレスのないことを

実現して、そういった健康長寿というのを実

現しているという部分があるらしいんですけ

どね。そういった相矛盾する部分について、

同じ大分県の中で、両方目標達成していかな

いといけないと、そういった総合調整の難し

さという部分があろうかと思うんですが、そ

ういう認識において、大分県は特に具体的に

そういう問題認識を持って何か総合調整とい

うのを政策企画課でどういうふうにやってい

るかというのが、もし何かあれば教えてほし

いなと思います。

磯田政策企画課長 大分県のプラン２０１５

等で、それぞれの各部が中心になって、分野

ごとに目標を立ててやっていくというふうに

してございます。そのため、一見しますと、

お金をもっと稼げるようにしましょうよとい

う方向性と、それではない、金はかかっても

もっと生活を重視しましょうよというような

施策が一緒になっているというのは確かでご

ざいますけれども、これは本来、調整という

ことになりますけれども、必ずしも矛盾する

ものではないんではないかと考えております。

一番大切なのは、この大分県に住んでいる

県民の方の幸福度をいかに上げていくかとい

うことが一番大切なことだと思いますので、

そのためには、収入が非常に低くて困ってい

るというところにつきましては、企業を呼ん

できて、収入が増えるということを優先に強

くやっていく地域もありますし、逆にそうい

った生活にもずっと力を入れておかないとい

けないというような地域ももちろんございま

す。

ですので、その調整をうまく図りながら、

目指している目標、行き先は別のものではな

いというふうに考えて調整をしております。

そのための手法としましては、もちろん部

長会議等もございますけれども、政策企画委

員会の政策企画委員というのがございます。

主管課の課長の下にいる企画調整監といった

職の方ですが、こういう方を集めまして、毎

週そういった各部の抱えている問題とか、進

め方について、部局を横断して議論するとい

うことを繰り返してございます。

そういった調整の場を使いながら、行き過

ぎないように、あるいは両方の事業がうまく

県民の幸福度をプラスするようになるように

ということで調整を行いながら事業を進めて

いってございます。

麻生委員 今、幸福度という部分の話が出た

んですけれども、まさしくブルーゾーンプロ

ジェクトというのは、例えば、健康であるた

めには、道づくりから、ウォーキングをする

のに楽しいとか、ハピネスの、どうすればそ

んなウォーキングができるかの道づくりから

やっているとかいうプロジェクトをやってい

るらしいんですね。

当初、２３自治体で、アメリカでやり始め

た部分で、日本でも是非チャレンジしてみた

いということもあるらしいんですが、一度、

私もちょっとこれはよく調べてみたいなと思

うんですけれども、是非研究していただいて、

この探検家御本人を大分に呼んできてでも取

組をしてみたらいいんじゃないかなと、かな

り具体的な実践事例というのがあるみたいな

ので、大分県が掲げているものは、まだ掲げ

ているだけで、なかなか具体的実践まで行き

届いていないもんですから参考になるんでは

ないかなと思いますので、お願いしておきた

いと思います。

磯田政策企画課長 今の件につきましては、

ちょっと研究をして、どういう方法があるの

か、考えてみたいと思います。

堤委員 鉄道駅について、バリアフリー化の

関係で、今年度の鶴崎と大在の設計に入ると

思うんだけれども、障がい者団体との意見調

整というか、つまり、彼らが一番必要とする

部分というのがあると思うんだけど、その意

見調整というのは、今、具体的にどうなって

いるのかな、分かりますか。

後藤交通政策課参事 今、ＪＲ九州とその障

がい者団体との間で話し合いを持つようにと

いうことで、障がい者団体からＪＲ九州に要
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望を出すという話を私どもからＪＲ九州にし

ております。

堤委員 要は十数団体の障がい者団体の方々

が、今度ＪＲに要望するんだけど、今その辺

の話ですか。

後藤交通政策課参事 はい。

堤委員 はい。分りました。

油布委員長 ほかにないですか。委員外議員

の皆さん、質疑などはありませんか。

志村委員外議員 東九州の玄関口としての拠

点化戦略ですね、これに対する市町村との連

携というところについてちょっとお話をした

いと思っております。

第２次戦略ができまして、いよいよ実行年

に入るということでありまして、それぞれ県

下の各地域を含めた玄関口がいよいよ本格的

に進められるということで大変期待をしてい

るところでありますが、要は市町村のノウハ

ウと県のノウハウをどうドッキングさせるか

というところが非常に大事なところだと思っ

ております。

例えば、臼杵で言いますと、臼杵はおかげ

さまで、１期工事であるけれども、当初、平

成３５年度開港であったのが対岸の八幡浜ま

で一緒に３２年の開港に近づいて、ほぼそれ

で決まってきたということはもう認識をされ

ていると思うんですが、問題は、土木は、ハ

ードを持っているんだけれども、要はそれか

ら、またにぎわいの地域づくりとか、あるい

は港から幹線に行く道路の問題とか、まちづ

くりの計画の中で、どう結びつけていくか、

まさに市町村との連携プレーだと思うんです

よね。

中部振興局が総務部の関係でして、このと

ころ、名前を出して悪いけれども、長谷尾さ

んの時代に向こうとの交流を非常に積極的に

やろうという機運が高まって、毎年毎年実は

振興局長が代わっているんですね。毎年代わ

っていて、１年ですね。あそこを抱えている

のが市町村振興課でありますけど、どっちか

というと、市町村振興課はそんなに熱心に考

えていないと思うんですね。このまち・ひと

・しごと創生推進室と、あるいは総合交通と

か、地域観光とかと結びつくことがこの港づ

くりや玄関づくりに大きな力を発揮できるん

じゃないかと思うんですね。

だから、土木のハードと、そういうソフト

とを市町村がきちっとやれるような、市も今

度そういう協議会を作るということですので、

ここをどうするかというやつをちょっとひと

つ方向付けを見せていただきたいなと思って

おります。

廣瀬企画振興部長 まさにおっしゃるとおり

で、拠点化戦略、拠点化構想を作りました。

別府港と大在港は人と物の拠点ということ

で位置付けて、詳しく部会を立ち上げてやっ

たんですけれども、中津から、それこそ臼杵、

それから、津久見、佐伯港までのところにつ

いても、それぞれ港の位置付けというのを地

元と協議しながら、構想の中に盛り込んでい

ます。

これからはその実現に向けてなので、まさ

に地元の市のまちづくり、地域振興と密接に

絡むところですので、ハードは土木がやりま

すけれども、そういう地域振興のところは、

全体的には企画振興部で持っていますので、

私どもの方でしっかり市町村と調整するよう

に、そういう方向で実現できるようにやって

いきたいと考えております。

油布委員長 ほかにないですか。

〔「なし」と言う者あり〕

油布委員長 ほかに質疑もないようですので、

諸般の報告については、これで終わります。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

油布委員長 ほかに、ないようですので、こ

れで企画振興部関係を終わります。

執行部は、お疲れさまでした。

〔企画振興部、委員外議員退室〕

油布委員長 これより、内部協議を行います。

まず、県内所管事務調査についてですが、

事務局から説明させます。
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〔事務局説明〕

油布委員長 以上、事務局から説明させまし

たが、この行程でよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

油布委員長 それでは、この案で実施するこ

ととします。欠席や別行動となる場合は、早

めに事務局に連絡してください。また、今後、

調整が必要となった場合は、私に御一任いた

だきたいと思います。

次に、県外調査の日程・調査先などについ

て、御協議願いたいと思いますが、まず事務

局から説明させます。

〔事務局説明〕

油布委員長 以上、事務局から説明させまし

たが、日程や調査地の御希望などはあります

か。

〔協議〕

油布委員長 それでは、県外調査については、

７月１８日から三日間の日程で実施すること

とし、ただ今、御検討いただきました趣旨に

沿いまして事務局に実施案を作成させます。

なお、細部については、委員長に御一任願

います。

以上で予定されている案件は終了しました。

この際、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

油布委員長 別にないようですので、これを

もちまして、委員会を終わります。

お疲れさまでした。


